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概 要 書  
 
 本論文は、『予算編成における予算スラック形成のコントロール方法および予算と業績
評価の関係性を踏まえ予算スラックをコントロールすることのできる業績評価方法を明ら
かにする』という事を目的としている。そして、予算管理において予算スラックをコント
ロールする方法を明らかにすることで企業における最適な予算管理方法を認識、業績評価
方法について決定することが可能となる。 
 本論文の構成としては、第 1 章において予算の定義を明確にすることから始まる。予算
の定義として Kohler (1959) を本論文の定義として採用した。そして伝統的な予算の抱え
る弊害として予算の逆機能について取り上げる。この予算の逆機能を実際の東芝および
Enronの事例をもとに予算の逆機能について述べていく。それを通して伝統的な予算は実
務上どのような影響を与えているのかを考察する。それにより、予算管理をどのように発
展させていくべきなのかについて考察する基礎とする。 
第 2 章では、予算スラックの定義から始まり、予算スラックの形成原因とその影響につ
いて考察していく。予算スラックの定義として Merchant (1985) を定義とし、予算スラッ
クの形成要因および予算スラックが形成されることによる企業への影響について先行研究
を基に検証していく。また、一言に予算といっても収益予算、費用予算および資本予算が
存在している。そのため予算スラックといえども実際はそれぞれの予算の中で予算スラッ
クは形成される。そのためそれぞれの観点から予算スラックについて考察し、影響につい
て検証する。 
第 3 章では、脱予算経営および脱予算経営のツールについて検証する。伝統的な予算の
問題点に対して提唱している脱予算経営についてどのような考えなのか、どのような影響
を考えることができるのかについて考察していく。また、脱予算経営のツールについて紹
介していく。脱予算経営のツールを活用することに予算スラックのコントロール方法があ
ると考えているからである。脱予算経営のツールの紹介を通して伝統的な予算に対しどの
ような影響を与えることができるのかについて考察していく。 
第 4 章では、業績評価契約について検証する。予算において予算目標、業績評価および
モチベーションは密接に結びついている。そのため第 3 章にて業績評価契約について考察
する必要が存在する。業績評価において金銭的報酬と結びつくモチベーションすなわち外
発的動機づけおよび金銭的報酬とは結びつかないモチベーションすなわち内発的動機付け
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が存在している。それらを踏まえ業績評価はマネジャーとどのように結びつけるべきなの
かを考察している。また、業績評価は伝統的な予算において固定業績契約および脱予算経
営ツールである相対的業績契約という 2 つの業績評価をもとに考察していく。脱予算経営
提唱者らは伝統的な予算における固定業績契約に問題点が存在すると主張している。それ
らを踏まえて固定業績契約および相対的業績契約を比較し、考察していく。 
第 5 章では、本論文の目的である予算スラックのコントロール方法について考察してい
く。本論文全体を通して予算に与える予算スラックの影響について述べてきた。それらを
踏まえて、予算スラックの存在自体をなくすべきなのか、予算スラックの存在を認めるべ
きなのかについて考察する。そして、予算スラックは組織に対し正の影響および負の影響
となるが、予算スラックが存在しない状態には問題が生じるのではないかという結論の下、
予算スラックのコントロール方法について考察している。しかし予算スラックのコントロ
ール方法については先行研究において統一した考え方が存在しているものではない。その
ため先行研究を軸にどのようなコントロール方法が考えることができるのかを考察してい
る。それに加えて予算スラックをどのようにコントロールすることができるのかについて
筆者なりの考え方を導き出している。 
 最後の第 6 章において、本論文の結論と今後の展望について述べている。本論文の結論
として『予算スラックをコントロールするためには伝統的な予算に加え、①相対的業績評
価、②ストレッチな目標値の設定。を行うことでマネジャーが予算編成において予算スラ
ックを組み込むインセンティブを減少させることができる 。』 と考えた。加えて『予算ス
ラックは一定時点においてコントロールするものではなく、長期的な視点によりコントロ
ールすべきであるため、③ローリング予測および④事後的なモニタリングシステムの導入
することで長期的なコントロールが可能となる 。』 と考察した。 
 また、業績評価について、内発的動機付けに頼った場合コントロール可能性について言
及し、外発的動機づけに頼ることでマネジャーに対する動機づけに結びつくと考え、予算
目標値とは金銭的な業績評価契約と結びつけることでより的確なものとなる可能性がある
と考察している。そのため予算および業績評価を発展させることで事業計画のコントロー
ルを高めることができるのではないかと考察する。 
 以上、本論文ではこのような全 6 章の構成となっており、全体を通して予算スラックの
コントロール方法と業績評価契約について考察していきたいと考える。 
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第 1 章 予算の定義と機能 
 
 大多数の企業は予算管理を行っており、それを用いて計画の策定および業績評価を行っ
ている。予算管理の機能として計画機能、調整機能および統制機能の 3 つが挙げられてい
る。予算を用いて行われる総合的な経営管理活動は予算管理と呼ばれ、予算編成と予算統
制に大別される。予算の果たす役割を検証するために、まず定義および機能について述べ
ていき、予算管理を発展させるための基礎について本章で述べていく。 
 
第 1 節 予算の概略 
 
(1)企業における予算管理の必要性および研究の必要性 
 1990 年代の終わりごろから CAM-I の協力で発足された Beyond Budgeting Round 
Table(BBRT)によって、「脱予算経営」というマネジメント・モデルが提唱されている。
BBRT は後述するように伝統的な予算の抱える問題点を指摘している。しかし、伝統的な
予算は現在ほとんどの企業で採用され、実際に予算編成を通じて事業計画が行われている。
本論文では伝統的な予算の意義と重要性を今一度考え、伝統的な予算の問題点として挙げ
られる「予算ゲーム」により生じた「予算スラック」をいかに効率的にコントロールする
か、予算スラックをなくすことができるのかを考察していく。同様に企業において伝統的
な予算に基づく業績評価も行われている。予算目標の達成度合いと業績評価は結びついて
おり、その過程において予算スラックは形成されるのである。伝統的な予算において形成
される「予算スラック」をコントロールするためには、どのような予算管理および業績評
価を行うことが最適であるのかについて先行研究を基に本論文にて考察していく。 
(2)予算研究 
 予算管理は 20 世紀初頭からほぼすべての組織において適用されている。しかし、予算
研究は近年において実務の観点から予算管理に対する批判や改善の必要性が指摘され、予
算管理の有効性それ自体を再検討する動きがみられている。また、「日本企業の予算管理制
度あるいは日本人研究者が行った予算に関する実証研究は 1987 年から 2006 年の 20 年間
で主要なものだけで 16 本でありそのすべてが質問票調査に基づく実証研究である」(李・
松木・福田,2008)。これに対し Hope and Fraser (2003)が予算の廃止を主張した著書を発
表して以来、海外を中心に脱予算経営の主張の妥当性について実証的に検討した研究が増
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えてきている。 
 しかし、このような状況下においてもいまだ伝統的な予算管理を行っている企業がほと
んどである。それは予算管理を廃止した場合、代替手法導入として何を採用すればよいの
かが不明確であり、仮に明確になったとしてもその導入に多大な時間がかかるということ
もあるだろうが、企業は、伝統的な予算管理で十分であると判断しているからではないだ
ろうか。 
(3)研究目的 
 一般的に予算スラックは事業活動に負の影響を与えるものとして考えられている。予算
スラック自体を悪とみなし、予算スラックが形成されないようトップマネジャーがコント
ロールすべきである。しかし予算スラックに対し一方的に否定的な視点より考察するので
はなく、予算スラックは事業活動に対し正の影響を与える可能性という観点からも考察を
行い、予算スラックの影響を見極めることを本論文の目的とする。加えて予算スラックは
現在に至るまで統一した解決法は考えられていない。そのため予算スラックの影響を見極
めることに加え、予算スラックの形成をどのようにコントロールすべきなのかについて筆
者なりの解答を考察していくことを本論文の目的とする。また本論文における「予算スラ
ックのコントロール」とは予算スラックの形成量をトップマネジャーにより調整すること
ができることを目指す。 
 
第 2 節 予算の定義および機能 
 
第 1 項 予算の定義 
 
わが国の原価計算基準 (1962)では、「予算とは、予算期間における企業の各業務分野の
具体的な計画を貨幣的に表示し、これを総合編成したものをいい、予算期間における企業
の利益目標を指示し、各業務分野の諸活動を調整し、企業全般にわたる総合的管理の用具
となるもの。」と定義されている。これに対し海外の研究者は「予算は目標を設定すること
によって、それを達成するように管理者を事前的に動機づけ、実績と比較し評価するため
の方法。」(Roland,1945,p.378)と予算の統制機能を中心に捉えている研究者や「Budget
は、特定期間中の経営方針を事前に表明したもので、これから、実際に達成された成果と
比較すべき標準が提供される。Budgetary control は，費用を統制するための方式で、予
3 
 
算の編成、各部門の調整及び責任の設定、予算と実績の比較、及び極大利益を実現するよ
う結果を規制することを含む。Budgeting は、主として計画設定に関係する概念である。」
(Brown＆Howard,1975,p.209)と予算の計画機能を中心に捉えている研究者が存在する。
また、他先行研究における予算の定義は、「予算とは、金額で示した総合的な行為計画であ
る」加えて、「将来の特定の期間における経営管理者の計画および目的を金額で表示した公
式の計画である」と定義している(DeCoster and Schafer,1976,p.712)。他にも予算とは、
「特定の行為コースを計数で表示した公式の計画である」加えて、「数字で表示した公式の
行為計画で、企業目的とその達成手段を明示したものである」と定義している先行研究も
存在する(Cope1and and Dascher,1974,p.79)。このように予算の定義についても様々な先
行研究が存在している。 
本論文における予算の定義を、「予算管理(Budgetary planning and control,budgetary 
management)とは、企業の全体的立場から、将来の一定期間(通常 1 ヶ年または 6 ヶ月)に
対して予算を編成し、これに基づいて、各事業部・各経営部門の諸活動を総合的に指導調
整し、予算と実績との差異を分析し、各経営管理者の業績を明らかにして、経営管理の効
率化に役立つ計数的・総合的経営管理システムである。」(吉田,1973,p.140)と定義づける。
原価計算基準の定義は、利益目標と限定されていたり、計画機能または統制機能に偏った
定義があったりするなかで、吉田 (1973)は予算を総合的に捉えているため定義として最適
であると考えたからである。 
また、先行研究では予算の本質を 3 点挙げており、本論文では以下を予算の本質とする
(Kohler,1959,p.3)。 
①将来事業の方向付けとコントロールするために提供される財務計画(A financial plan 
serving as a pattern for and a control over future operations.) 
②将来コストを見積る(Hence, any estimate of future cost.) 
③人的資源、物的資源およびその他の資源利用の組織的計画(A systematic plan for the 
utilization of man power, material or other resource.) 
Kohler (1959)は、予算は将来事業を行うために事業によって生じる費用を見積り、事業
遂行に利用される人的および物的資源の配分を算定することで財務計画を策定する。すな
わち 3 つの本質がそれぞれ独立しているものではなく、本質ごとに切り離すことはできな
いものとして予算の本質としている。 
Kohler (1959)は予算には大別すると 2 つの目的があると考えている。1 つ目は「将来に
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おける計画の要因となる情報の提供」とであり、ここでいう「要因」とは、事業における
将来発生しうる事象（たとえば発生コストや製造能力）のことであり、それらを合理的に
算定することで得られる情報を計画策定の段階で予算として指し示すことである。  
 2 つ目の予算の目的は「事業のコストパフォーマンスを算定し実際生じた数値を比較す
ることで事業効率性を算定すること」である。事業をコントロールするために、事業遂行
上発生したコストや業績を算定し、これらを比較することで事業の効率性を求め、自社に
フィードバックを行い、事業を促進することが予算の目的である。また、ここでいう予算
とは企業予算とする。 
 
第 2 項 予算の機能 
 
予算の機能については、様々な研究者が示しており、以下 5 点が予算の機能である
(Otley,1987,pp.35-37) 
①権限付与（authorization）。マネジャーに利用できる資金や資源を配分し、特定の活動
を行うための権限を付与するために予算を策定する。またマネジャーの裁量で使用できる
資源を制限することで責任会計と結びつく。そのため予算による権限付与はマネジメン
ト・ツールとして有効なものとなっている。マネジャーに権限を付与し、裁量権を与える
ことで活動をより現場に近いマネジャーが意思決定することができる。それにより柔軟か
つ円滑な事業計画を遂行することが可能となる。 
②予測とプランニング(forecasting and planning)。結果と不慮の事態を予測する。消費者
の好みや価格変動を予測し、利益や費用予算を策定することが可能となる。そして予測す
ることがプランニングの基礎となる。組織目標の達成のために管理可能な活動を行うこと
ができ、マネジメントが効率的に機能していることを把握することができる。また予測と
プランニングをすることで事業計画中に不慮の事態が発生した時にある程度対応可能とな
る。すなわち予算編成を通して今後の傾向や不慮の事象を予測し、その予測をもとにプラ
ンニングを行うことで、今後の事業計画が円滑に行うことができるのである。  
③コミュニケーションと調整(communication and coordination)。予算だけでは計画実行
のための十分な情報を含んでいない。予算は定量的かつ方針を定めるための情報およびマ
ネジャーや従業員の業績に関連する情報を含んでいる。しかし予算は従業員に対する直接
的な方針を示すものではない。コミュニケーションによって予算情報を各マネジャーに浸
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透させることで、企業風土を作り上げることの手助けとなる機能を持っている。つまりコ
ミュニケーションと調整は直接予算が持つ機能ではなく予算情報を用いたマネジャーや従
業員同士の組織づくりに間接的に関与するものである。 
④モチベーション(motivation)。予算による組織目標をマネジャーに与えることで、マネ
ジャーの動機づけにつながるという機能を持っている。予算を用いて業績結果をフィード
バックすることにより、これまでのマネジャーの活動の結果を評価し、今後の指針を検討
する。このプロセスによりマネジャーを評価しているということをマネジャー自身が理解
することで自部門に対する改善意識が芽生えたり、自部門の業績向上につながる行動を起
こしたりするモチベーションを向上させる機能を持つ。モチベーションについては本論文
第 4 章第 2 節「モチベーションと報酬の関係性」にて詳しく述べていく。 
⑤業績評価(performance evaluation)。マネジャーや従業員に対して目標を与える機能を
持っている。将来の業績に影響を与えている度合いによって報酬を決定する。予算という
固定的目標に対し、どの程度達成することができたのかということをもとに業績評価を行
う。現在どの程度予算達成ができているのか、今後どう活動していくべきなのかをフィー
ドバックすることが可能となる。業績評価については本論文第 4 章にて詳しく述べていく。 
Otley (1987)は予算を一つの機能のために利用するのではなく、様々な目標、事業、タ
イミングによって資源配分を目的とするものであるため、予算は様々な機能を持つのであ
ると述べている。予算を取り巻く人間行動に直接関連があるのは、「モチベーション」と「業
績評価」の側面である。予算はマネジャーを動機づけ、組織目標を達成する手段として用
いることができるが、予算目標がマネジャーに浸透され意識されなければならない。これ
は「マネジャーに予算目標を意識させる最も確実な方法は、予算目標設定プロセスにマネ
ジャーが参加することである。」(李・松木・福田,2008,p.2）と述べており、参加型予算の
本質である。この予算目標設定プロセスにおいて行われるのが「予算ゲーム」であり、そ
こで形成されるのが「予算スラック」である。「予算ゲーム」および「予算スラック」に関
しては第 2 章にて述べる。 
 
第 3 節 予算編成 
 
 予算管理の具体的な手順として 7 つの要素に分解することができる (清水・長谷
川,2009,pp.148-149）。 
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① 企業のトップ・マネジメントは大綱的な利益計画決定後に予算編成方針を示す。  
② 各部門はそれにもとづいて部門予算案を作成して予算委員会に提出する。 
③ 予算委員会で各部門予算の調整が行われ、全社的な総合予算としてまとめられる。  
④ 総合予算が、企業のトップ・マネジメントに承認され、各部門に示達される。  
⑤ 予算を執行する。 
⑥ 予算機関における実際の結果（実績）を測定し、予算との比較検討を行う。  
⑦ 予算と実績との差異を分析し、分析結果をトップ・マネジメントに報告する。  
 また、これらを事前予算（①、②、③、④）、期中（事中）予算（⑤）、事後予算（⑥、
⑦）に分けることも可能である。 
まず、予算編成の方法について述べていく。予算編成の方法としてトップ・ダウン式ま
たはボトム・アップ式といった組織の階層にかかわる予算編成方法が考えられる。実際に
は折衷式予算というトップ・ダウン式およびボトム・アップ式の二つを合わせて使用して
いる企業が多い。トップとボトムの間で予算の提出を繰り返し、いわゆるエレベーターの
ように予算編成が行われる考え方である。 
トップ・ダウン式予算編成とは、トップ・マネジメントが部門予算と総合予算とを編成
し、各部門にその執行を要請する集権的な予算編成方法であり、トップ・マネジメントの
強力なリーダーシップが発揮される。トップ・ダウン式予算編成方法の場合、トップマネ
ジャーは現場の理解が不足しているため予算を押し付ける形になることが多い。それによ
り、現場マネジャーのモチベーションの低下につながる可能性がある。また、予算達成を
押し付けられるため予算の執行に問題が生じやすく、予算本来の機能が損なわれる恐れが
ある。これが予算の逆機能と呼ばれる部分である。予算の逆機能については本章第 4 節に
て述べていく。 
ボトム・アップ式予算編成とは、各部門に権限を委譲し、各部門から提出される部門予
算を調整し、これらを積み上げて総合予算を編成する。ボトム・アップ式予算編成では部
門ごとに目標を掲げて活動を行うため、マネジャーや従業員のモチベーション向上につな
がる可能性もある。しかし結局部門ごとに予算を編成するため、全社的な視野をもった総
合予算を調整するのに手間がかかる。 
これらは理論的なものであり、実務では完全なトップ・ダウン式およびボトム・アップ
式という予算編成方法は存在しない。そのためトップ・マネジメントは予算編成方針を指
示し、部門ごとにその指針をもとに予算編成を行うことがほとんどである (清水・長谷
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川,2009,pp.148-149）。ここで折衷的な予算のことを折衷式予算と呼ぶ。折衷式予算の利点
として、マネジャーに予算の達成を動機付けることができる。トップマネジャーから予算
を押し付けられるわけではなく、ある程度マネジャー自らが予算編成に参加し、予算目標
を設定することで、予算目標に対する当事者意識が芽生え、モチベーションを向上するこ
とができる。また、折衷式予算では経営資源の効果的な配分ができる。ある程度トップマ
ネジャーが予算編成の指針として大枠を示すことができるため経営資源の効率的かつ効果
的配分が可能となりやすい。このような利点のため折衷式予算を実務上実行されているの
である。 
予算編成における留意点として 4 点挙げられている(小林,1996,pp.55-57)。①予算編成
プロセスに時間がかかりすぎる。②業績報酬と予算目標達成を結び付けると、真実の情報
を開示するインセンティブが阻害される。③事前に設定される予算により、組織内の資源
配分が固定化され、環境変化に対し柔軟な対応がしにくい。④財務的な業績管理を重視し
すぎると、経営者が短期的な行動に走りやすい。 
 
第 4 節 予算の問題点 
 
 伝統的な予算において数々の問題点が指摘されている。本節において伝統的な予算の問
題点について挙げ、伝統的な予算をどのように発展させていくことで予算スラックをコン
トロールすることができるのかについて述べていく。 
予算はその目的からトップマネジャーの意図しない機能を果たすことがある。予算目標
というプレッシャーをマネジャーおよび従業員に与えることにより、それが常に正の影響
を与えるわけではないということである。予算を通してマネジャーにいとしない行動を行
わせることを予算の逆機能と呼ぶ。本節において予算の逆機能について述べていく。 
 
第 1 項 伝統的な予算の問題点 
 
伝統的な予算の問題点として以下の 5 点が大きく挙げられている (Hope and 
Fraser ,2003)。 
①予算編成を行うのに手続きが煩雑で手間とコストがかかる。そもそも予算を作るために
長い期間および人員、コストがかかるため予算そのものを作ることが目的となってしまう。 
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②報酬と業績がリンクしているため安易に達成可能な低い目標値の設定および予算ゲーム
が行われる。報酬と業績がリンクしているため予算ゲームが発生し、予算スラックが形成
されること自体が問題である。 
③1 年間という予算期間における事前の固定的計画が策定されるため、変化する顧客の要
求や環境に対応することができない。あらかじめ予算編成を行うことで予算に縛られた事
業計画となってしまうのではないかと考えられている。そのため近年の環境変化の激しい
時代には予算というものは合っていない。 
④資源配分において予算編成時に向こう 1 年間の資源を各組織に配分しているため、環境
変化に対応した迅速な資源展開が難しく、資源配分を巡る駆け引きも生じる。資源をあら
かじめ分配することで 1 年間使用することのできる資源に制約ができてしまう。それによ
り柔軟な事業遂行ができない。 
⑤部門間の調整は本社が行っているが、部門マネジャーは自部門の業績向上のみに集中す
ることも多いため、部分最適化の問題が生じやすい。予算という固定的目標値を与えるこ
とでマネジャーは自部門における利益のみを追求する傾向がある。そのため部分最適に陥
りやすい。 
 以上の 5 点が挙げられている。また、他先行研究においては伝統的な予算管理実務の
問題点は 3 つに分類されている(Hansen,Otley and Van der Stede,2003)。 
①予算編成で行われた仮定自体が意味のないものとなるということである。予算編成の段
階と予算実行段階に時間的差異が生じるため予算編成段階の予測を基とする仮定自体意味
を持たない。 
②予算管理がトップ・ダウン型すなわち中央集権型組織構造となることで価値創造ではな
くコストの削減に意識を持ってしまう可能性があること。予算編成において参加型予算と
いえ予算はすべてをマネジャーが作るのではなく、ある程度トップマネジャーから与えら
れる部分がある。その予算について意識されることは費用予算すなわちコストの面に焦点
が与えられている。 
③組織的および人的な問題であり、変化適応力に欠ける組織となりやすい。予算をあらか
じめ編成することで企業が外部内部問わず環境の変化に対応しにくい組織となる可能性が
ある。すなわち環境の変化が激化する近年において、厳しい制約を与える伝統的な予算で
は予算と実績に大きな差異が生じる可能性および変化適応能力に欠ける組織となりやすい
ということを指摘している。そのため伝統的な予算管理実務は理論上適していても、実務
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では制約を与えるツールとなってしまう可能性が存在する。 
 
第 2 項 予算の逆機能 
  
Argyris (1952)は、予算が部下に対する「圧力装置」として機能することにより、部下
の逆機能的行動が引き起こされるということをケース・スタディの中で指摘している。こ
れに加えて Merchant (1990)は、予算のプレッシャーによりマネジャーが近視眼的志向に
陥ってしまうということを述べている。すなわち予算が「圧力装置」として機能する場合
マネジャーは当期の利益にのみ着目してしまい、短期的な利益計画を策定しやすいという
ことである。これらは上位のマネジャーが下位のマネジャーに対して予算プレッシャーを
与えることで、予算を達成しなければならないという義務感が芽生えてしまう。それによ
り数値操作や近視眼的志向などの逆機能的行動を引き起こしてしまう恐れがある。 
 予算が圧力装置として機能したものとして東芝および Enron の事例が挙げられる。こ
こで予算の逆機能を日本の事例として東芝、米国の事例として Enron をもとに予算の逆機
能について説明していく。まず、東芝では大きく分けて 4 点の不適切な会計処理を行って
いた。次項ではそれぞれの会計処理について述べていき、東芝において予算の逆機能とし
て予算が圧力装置としてどのような誘因を持っていたのかについて考察していく。 
 
第 3 項 東芝の事例 
 
 東芝では「チャレンジ」という名目のもと、当期利益至上主義を掲げ達成困難な予算目
標を設定し、予算目標到達しなかったカンパニー対し圧力をかける等、カンパニー社長に
とって厳しい環境下にあった。そのような厳しい環境の影響により東芝では①工事進行基
準案件にかかわる不適切会計処理、②映像事業における経費計上にかかわる不適切会計処
理、③パソコン事業における部品取引等に係る不適切会計処理および④半導体事業におけ
る在庫評価にかかわる不適切会計処理という大きな不適切会計を行っていた。以下でそれ
ぞれの問題について予算という観点より考察していく。 
①工事進行基準案件にかかわる不適切会計処理として、事前に工事損失発生が見込まれて
いたが、工事損失引当金の計上を行わなかった、もしくはカンパニー社長が工事損失引当
金の計上を承認しなかった。なぜ工事損失引当金の計上、計上の承認を行わなかったのか。
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理由として考えられることは大きく 2 点である。第一に東芝本社からの予算圧力により予
算目標に到達しなければならないという意識が芽生えていたことにより、引当金の計上を
承認しなかったと思われることである。自カンパニーの予算目標到達ができなければ、予
算削減や事業撤退というペナルティが東芝本社から示唆されていたことにより、目標到達
を目指していたと考察できる。第二に当期利益至上主義の弊害として損失を先送りするこ
とで当期の予算目標の到達を目指したことにあると考える。当期利益至上主義として東芝
では金銭的な業績評価契約と結びついていた。具体的には業績報酬として予算達成割合が
40％～45％の割合を占めており、達成度合いに応じて 0 倍～2 倍の報酬差が生じていた。
そのためカンパニー社長は報酬と結びついている目標到達に注目せざるを得なかったので
はないかと考察できる。すなわち東芝においては予算目標と業績評価および報酬が直接結
びついていた。マネジャーは何としても目標を達成しなければならないというプレッシャ
ーおよび自身の報酬を上げたいというインセンティブにより、このような会計処理を行っ
ていたと考察することができる。 
②映像事業における経費計上にかかわる不適切会計処理として、キャリーオーバーという
損益調整の手法によって当期純利益のかさ上げを図っていた。東芝におけるキャリーオー
バーの手法として、引当金を本来発生主義で処理しなければならないものを現金主義で処
理していたり、コスト削減の確実性が低いにも関わらずコスト削減後の仕入値で会計処理
したり、経費計上を次期に繰り越したりして当期利益のかさ上げを行っていた。このよう
な会計処理を通して東芝では短期的視野による利益を最大化するという予算の逆機能的行
動を行っていたと考えられる。企業として継続企業の前提のもと長期的視野を持って事業
活動を行うのが本来経営陣の目指すところではあるが、「チャレンジ」という企業文化のも
と達成困難な目標設定がこのようにカンパニー社長の短期的行動を行っていた。その行動
は予算本来の目指す役割とは異なっていた。本件においても高い予算目標が誘因となって
いると考察される。 
③パソコン事業における部品取引等に係る不適切会計処理として、東芝ではマスキング価
格による利益計上を行っていた。東芝の子会社が部品を調達し、ODM に対して有償支給
をしていた、この際に調達価格を上回る一定額であるマスキング価格によって支給し、部
品の支給を受けた取引先は、自己調達部品と合わせてパソコンを製造し完成品を東芝に納
品するという処理を通し、東芝では納品時にマスキング値差分を控除する形式で会計処理
を行っていた。またそのマスキング差も調達価格の 5 倍近い額を持っていた。そのため東
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芝では大量に ODM 先に発注し、納品を次期に繰り越させることでマスキング値差を利益
として計上を行うとともに当期利益のかさ上げをしていた。またパソコン事業においても
上述したキャリーオーバーと呼ばれる手法により利益のかさ上げを行っていたとみられる。
すなわち本件に関しても東芝の「チャレンジ」と呼ばれる高い目標設定が誘因となってい
ると考察できる。 
④導体事業における在庫評価にかかわる不適切会計処理として、商品評価損を廃棄のタイ
ミングで初めて会計上の損失を認識、計上する処理を行っていた。東芝では前工程および
後行程が存在していた。この両工程における原価計算方法が不適切な会計処理であったの
である。工場操業度の変化により標準原価の改定を行っていたが前工程のみに原価の増減
を反映させていた。そのため前工程および後行程の間で連続性を失い、帳簿価額が適切で
はない金額となってしまったのである。本件は外部から判断しにくい会計処理であるが、
カンパニー社長は原価計算による利益のかさ上げを認識していたと考えられる。しかし不
適切会計を継続していたことはカンパニー社長自身が当期利益の目標到達を意識しており、
目標到達に躍起になっていたことが考えられる。そのため本件にも高い予算目標を与えら
れたことによる予算プレッシャーが誘因となっていると考察できる。 
以上 4 点を通してすべての誘因となっていると考察できるのが、高い予算目標による予
算プレッシャーであると考察される。東芝において「チャレンジ」という達成が困難な予
算目標を本社からカンパニーに与えられていたこと、予算の到達度合が業績報酬と強く結
びついていたこと、当期利益至上主義による短期的視野による経営判断が不適切会計を引
き起こした原因であると考えられる。すなわち極端に高い目標を設定することは予算の逆
機能的行動である数値操作という行動を引き起こしやすいということが東芝の事例をもっ
て考えられる。また、高い予算目標を設定することで長期的な視点で戦略策定をせず、短
期的な視点による経営判断がなされるということも意味している。 
  
第 4 項 Enron の事例 
 
次に米国における Enron の事例をもとに予算の逆機能について考察していく。Enron
は米国にてエネルギー取引および IT ビジネスを行っていた企業である。しかし 2001 年に
巨額の不正経理・不正取引による粉飾決算が明るみに出て、2001 年 12 月に破綻に追い込
まれた。Enron では SPE(特定目的事業体)を利用した不正会計を行っていた。その粉飾決
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算により破綻が起こったのである。 
Enron では、パイプラインや発電所の購入に巨額の初期投資が必要になるという事業遂
行の性質上、財務指標の悪化に伴う格下げや株式会社に伴う 1 株当たりの利益の希薄化を
回避するために SPE が利用されていた。また、Enron は新規事業への投資を通して急激
に成長することができたのである。しかし巨額な初期投資のためいくつかの事業において
損失を抱えるようになった。その失敗を隠ぺいする目的で一部の SPE を不正な取引に利用
した。当時の米国基準において、SPE の資本金の 3％以上が当該企業とは無関係の個人ま
たは法人により保有されている場合は、SPE の財務諸表を当該企業の連結決算に反映させ
なくてもよいということになっていた。そのため SPE の利用は損失隠しの手法に合致して
いるものであった。次になぜそのような手法により損失を隠したのか、なぜその損失隠し
を行うことができたのかについて考察していく。まずなぜそのような手法により損失を隠
すことが出来なのかに関する考察する。端的に言えば内部統制の不備および会計事務所と
の癒着が原因である。Enron における損失隠しは内部関係者および会計事務所のアーサ
ー・アンダーセンも十分に認識していたがそれを許容したことが本件の問題点として考え
られるが、それに関しては本論文の本筋と関連しないため省略する。 
次になぜ SPE を利用した損失隠しを行ったのかについて詳しく考察していく。Enron
における人事評価システムが Enron の不正会計を行った理由であると考えられる。Enron
では「徹底した成果主義を採用、成績評価委員会(Performance Review Committee=PRC)
によりディーラー達の売り上げが査定され、PRC 評価の下位 20～30％は会社を去らなけ
ればならないような状況に追い込まれた。」(古山,2005,p.17)このような強烈な成果主義の
もとで競争を行われていたマネジャーはなんとしてでも売上を大きくしようというインセ
ンティブの下、不正会計を行う組織文化を作り上げたのではないかと考える。PRC による
評価は短期的視野に基づくものであり長期的な業績向上に結び付く戦略を取りづらくする
ものであった。そのため成果主義にておこなわれる過激な業績評価は目標値が「圧力装置」
として機能し、近視眼的行動や、Enron のような数値操作に結び付きやすいということが
考察できる。 
東芝および Enron はどちらも近視眼的行動に基づく数値操作が原因であると考察でき
る。またその誘因として Argyris (1952)の述べる予算が「圧力装置」として機能している
ということが 2 件の事例を通して考察できる。予算が「圧力装置」として機能しないため
に Merchant and Manzoni (1989)は、「困難だが達成可能なレベル」が最良の予算目標で
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あると述べている。すなわち過度に高い予算目標および過度の競争体系はマネジャーに近
視眼的行動を引き起こさせ、結果的に予算の逆機能的行動を引き起こしやすいのである。
予算目標を「困難だが達成可能なレベル」として設定することでマネジャーの逆機能的行
動を抑えることも可能であると考えられているのである。 
 
図表 1：予算の逆機能プロセス 
 
 
 
 
 
 
 
第 2 章 予算スラックの形成原因と影響 
 
本章では予算スラックについて述べていく。予算は経営活動を行うためのツールとして
組織において採用されている。第 1 章で述べたように参加型予算すなわち折衷式予算が多
くの組織において採用されている。そのような参加型予算において、現場マネジャーによ
る知識や情報を予算に組み入れることが可能となるとともに、そこにはマネジャーの恣意
性が介入する恐れが存在する。予算スラックは、マネジャーが本来必要ではない予算を得
ることで円滑に事業活動を行うために形成される。そのため予算スラックを形成しようと
するマネジャーの動機および企業の経営活動において予算スラックを形成することによる
正の影響と負の影響について本章で述べていく。 
 
第 1 節 予算スラックの定義 
 
(1)予算スラックの定義 
 予算スラックの概念は Argyris (1952)の研究によって発見された。予算編成にマネジャ
ーを参加させると、目標に対するコミットメントおよびモチベーションを高める一方で予
算参加によって予算スラックが組み込まれる可能性がある。また、Argyris (1952)の研究
予算目標 
(圧力装置) 
近視眼的行動 逆機能的行動 
14 
 
以降 Schiff and Lewin、Lowe and Shaw、Onsi、Lukka、Otley および Merchant などが
研究をしたが、いまだ統一したコントロール方法や予算スラック自体を発生させない方法
というのは統一した結論は出ていない。 
本論文では予算スラックを「必要量を超過した予算金額の超過部分である」
(Merchangt,1985,p.202)と定義づける。予算スラックの定義として「予算として承認され
た原価が最低限必要な原価を超える額および最適な達成可能収益が予算収益を超える額と
から成るもの」(小菅,1997)、「その予測数値が予算編成行為者の正直な予算見積に関連し
て意図的に達成しやすくされたもの」(Lukka,1988,p.282)および「予算化された業績と期
待された業績との差」(Blochereta,1999)等様々なものが考えられているが、本論文におい
て Marchant (1985)の定義付けを行った理由として、予算スラックはその性質上ある程度
広義にとらえなければ予算スラックの認識ができないと考えたからである。そもそも予算
スラックはその測定が困難な性質を持つ。外的要因によって予算が変化することもあれば、
予算設定時点においてバイアスが加えられることもあり、一概に予算スラックといっても
様々な形成が行われる。そのため Marchant (1985)の定義により必要量を超過した予算金
額の部分とすることで予算スラックの測定が容易になると考えた。しかし予算における「必
要量」は事前に測定、認識することはできない。必要量とは事業を行う際に必要とされる
資源量を指し、それが 100％で拡充されている状態のことを目指す。それを事前に認識、
測定することは不可能であるため事後のモニタリングを通して必要量を認識測定すること
が必要であると考える。すなわち予算スラックを「必要量を超過した予算金額の超過部分
である」(Merchangt,1985,p.202)と定義づけるために「必要量」をまず明確にしなければ
ならないが、「必要量」は事前に認識することはできないため事後的に認識、測定を行うこ
とで予算スラックの「必要量」を事後的に認識することが必要なのである。予算スラック
の測定については第 2 章第 3 節にて述べていく。 
 
第 2 節 予算スラック形成の原因 
  
本節では、予算スラック形成の原因について述べていく。予算編成にマネジャーを参加
させることにより、マネジャーの予算目標に対するコミットメントとモチベーションを高
めることができるが、一方で予算参加によって予算スラックが組み込まれる可能性が高ま
る。マネジャーの予算スラック形成の原因について以下の 3 点が挙げられる。 
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①資源獲得目的。資源獲得目的とは、予算スラックを形成することにより必要以上の資源
に対するコントロールを獲得して、自由裁量の余地を増大させることである（伊
藤,2015,p.198）。マネジャーが自部門における資源量を増やすことで、権限を増大させる
ことができる。そのため資源獲得目的のために予算スラックを形成するのではないかと考
えられている。 
②業績評価目的。業績評価目的とは、予算スラックを形成させることにより達成が容易と
なる予算目標を設定して、業績評価に際して有利にすることである（伊藤,2015,p.198）。
これは伝統的予算における固定的業績評価の場合に予算スラックが形成される動機である
と考えられる。自部門の予算達成目標を低く算定することで達成容易な目標を設定するこ
とでマネジャー自身および部門に属する従業員の評価を高くすることで報酬を高く得るこ
とができる。 
③自己防衛目的。自己防衛目的とは、予算スラックを形成して、将来的に予想される予算
の削減および達成目標水準の上昇に対する予防措置として活用することである（伊
藤,2015,p.198）。部門における予算はコスト削減や事業縮小に向けて予算が削減されるこ
とが予想される。そのため予算編成プロセスの初期において必要以上に予算を獲得するこ
とで次期以降の事業運営に役立てることができる。また次期に設定される予算目標の増加
(収益の増大やコスト削減)が緩やかになることで、次期における予算目標の達成が容易と
なる副次的効果を持つと考える。 
 上記 3 点が予算スラック形成の原因となると考えている。予算プレッシャーが存在しな
い中では、予算スラックを組み込むインセンティブが働きにくい。トップマネジャーから
予算必達の指示が出ていない場合、予算目標を達成可能にする要因とはなりえない。予算
スラック形成には予算強調というトップマネジャーからのプレッシャーが存在している
と考えられている。そのため予算ゲームを通して予算スラック形成が行われる。  
 しかし予算目標はマネジャーの一存にて決定されるわけではない。参加型予算において、
マネジャーとトップとの間で「予算ゲーム」と呼ばれる予算編成がおこなわれる。その「予
算ゲームの」の下、予算編成がおこなわれるのである。 
 予算ゲームとは統一した定義があるわけではないが「マネジャーとトップマネジャーと
の間で予算スラックをめぐるゲーミング」(Welsh,1957)のことを指し、これが予算スラッ
クの発生原因となっている。予算スラックの発生原因は以下のとおりである。 
① 予 算 強 調 (Budget emphasis)(Merchant,1985) 、 ② 予 算 参 加 (Budgetary 
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participation)(Merchant,1985) 、 ③ 情 報 の 非 対 称 性 (Information 
asymmetry)(Fisher,Frederickson,Preffer,2002) お よ び ④ 不 確 実 性
(Uncertainty)(Chapman,1997)の 4 点である。 
①予算強調は、責任センター管理者の社会的、経済的報酬のプレッシャーを与え、マネジ
ャーに対し予算目標達成の重要性の理解を強化する。しかしそれが業績評価目的につなが
り、予算スラック形成の原因ともなりえる。予算目標達成の重要性からマネジャーは予算
目標を達成しなければならないという使命感を感じ、より達成容易な予算目標の設定につ
ながる。また、トップマネジャーが予算を強調することで予算スラックを組み込む動機を
与えてしまう。 
②予算参加は、マネジャーの資源へのコントロールおよび業績に対して意識させることが
できる。マネジャー自身が予算編成に参加することでマネジャーの士気を高めることがで
きる。しかし予算編成に参加することで予算スラック形成の機会を与えてしまう。これに
よりマネジャーは予算スラックをトップマネジャーとの間で組み込むことが可能となる。 
③情報の非対称性は、マネジャーとトップマネジャーの間において情報の質および量に差
が生じる。マネジャーが現場のことを詳しく理解し、情報を保有しているのに対し、トッ
プマネジャーはマネジャーの提出される報告書や経理部の提出する財務情報等現場につい
ての情報保有はできていない。つまりマネジャーは予算に対し情報優位性を保持している
のである。それによりマネジャーは簡単に目標を交渉して、予算スラックを形成すること
が可能となるのである。 
④不確実性は、計画のための情報の欠如を意味する。マネジャーも現場の情報を保有して
いるとしても、将来的に発生する偶発的な事象の情報に対しても情報を保有しているわけ
ではなく、トップマネジャーによる予測が踏まえられている。将来的な不確実性は予算ス
ラック形成のインセンティブとなる。そのため予算スラックは予算編成を通して組み込ま
れるのである。 
 以上 4 点がある限り予算スラック形成は予算ゲームのもと容易に生じることになる。特
に予算スラックを組み込むことができる原因として「情報の非対称性」が挙げられており、
予算ゲームにおいてマネジャーおよびトップマネジャー間における予算の駆け引きが行わ
れている。 
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第 3 節 予算スラックの測定 
 
 これまで予算スラックの定義および形成の原因について述べてきたが、予算スラックは
その測定方法によって異なってくる。予算スラックと見積り誤差の区別を明確にしなけれ
ば予算スラックとして形成されたものなのか、マネジャーの見積り誤差なのかを把握する
ことはできない。見積り誤差は意図的ではないが、予算スラックは意図的なものでありそ
の性質は異なるものであるが、これらは事後的に予算差異として混合した状態で生じるか
らである。予算スラックを「必要量を超過した予算金額の超過部分である」
(Merchant,1985)と考えると、必要量を超過した予算金額の超過部分はすべて予算スラッ
クと考えることができるが、見積もり誤差と必要量の間の超過部分は予算スラックに含め
るべきではないと考える。また、予算差異として予算と実績の差の発生原因は①見積り誤
差、②予算スラック、③真の非効率性および非効果性の 3 つにわけることができる
(Onsi,1973)。このうち予算スラック部分は予算編成プロセスにおいてマネジャーがある費
目または原価または原価標準などにあらかじめバイアスを加えることで形成されるもので
あるが、見積り誤差や真の非効率性および非効果性は実際に業務を行う中でその発生を認
識するものである。つまり予算スラックだけが事前の概念であり、他は事後的に実現する
概念である(Lukka,1988)。実際にこれらを明確に区別して認識、測定するのは困難である。
また、予算スラックの認識時点においても変動する。いつの時点において「必要量」と考
えるのかという問題である(小菅,1984,p.99)。つまり予算実績差異分析を行う場合事前計画
と実績との差異分析を行う場合には予算スラックの認識はおよび測定は不可欠である。  
 「必要量」という言葉には曖昧性が含まれている。「必要量」とは事前にも事後にも測定
が難しい。すなわちどの程度資源が必要であったのか、どの程度収益見込みが最適であっ
たのかを測定することは困難であるということである。そのため予算スラックをコントロ
ールするためには予算スラックの測定が重要な事項となってくる。しかし予算スラックの
測定および認識の最適方法についても先行研究にて明らかになっていない。そのため本論
文第 5 章脱予算経営のツールの利用にて予算スラックの測定および認識の最適方法につい
て考察していく。 
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第 4 節 予算スラックによる正の影響および負の影響 
 
第 1 項 予算スラック形成による正の影響  
 
これまで予算スラック形成の原因および予算スラックの測定について挙げてきたが、予
算スラック形成は組織において正の影響をもたらすのか、負の影響を与えるのか。これら
について本節で述べていく。Merchant and Manzoni (1989)の研究において予算スラック
の形成について、マネジャーはもちろんのこと、トップマネジャーも理解していることが
明らかとなった。予算スラック形成における正の影響は先行研究にてマネジャーが予算ス
ラック形成にかかわることで得ることの正の影響について 4 点あげられている(Merchant 
and Manzoni,1989,pp.547-550)。トップマネジャーが予算スラックを許容することで得る
ことができる正の影響について 7 点挙げられている。そのため Merchant and Manzoni 
(1989)の研究では、予算スラック形成は組織にとって正の影響を与えると考えられている。
予算スラック形成の組織への正の影響として以下 4 点を挙げている。 
①予想ボーナスを増加させる。比較的達成が容易な目標を掲げることでマネジャーは達成
した際に報酬を受け取る。これによりマネジャーは目標達成に向けて努力するというモチ
ベーションの向上につながるのである。 
②マネジメントの信頼性および自律性を保持させる。比較的達成が容易な目標を設定する
ことでその部門における収益の信頼性が高まる。それにより組織全体の予算目標における
信頼性が高まるのである。マネジャーが予算参加をすることで予算達成の意識を保持し、
事業遂行するため部門ごとの自律性を保持させることができるのである。 
③“勝つ”機会を増加させる。比較的達成が容易な目標を掲げることでその部門は予算目
標の達成が可能となりやすい。そのため予算目標を達成する（勝つ）ことで従業員やマネ
ジャーのモチベーション維持につながる。常に失敗している人間よりも常に成功している
人間のほうがモチベーション維持は容易であるからである。 
④業務の柔軟性を増加させる。予算に余剰を持つことで資源に余裕ができる。そのため偶
発的に発生する事象に対して柔軟に対応することができるのである。 
以上 4 点はマネジャーが予算スラック形成することで得ることのできる予算スラック形
成の正の影響である。比較的達成が可能な目標を設定することでマネジャーの動機付けお
よび事業の柔軟性を高めることができる。これに対しトップマネジャーが予算スラックの
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形成を理解し、予算スラック形成を許容する理由として以下 7 点である。 
①企業利益の予測可能性が高くなる。事業ごとに達成可能な目標を設定することで達成を
前提とした企業全体の予測を行うことが可能となり、企業方針策定の手助けとなる。  
②資源の過剰消費を防げる。予算スラック形成により各部門に裁量権を与える。これによ
りマネジャーの予算意識が高まり予算範囲内で事業を遂行しようとする。そのため当初の
予算で事業遂行を行うため資源の過剰消費を防ぐことが可能となる。 
③目標に対するコミットメントの欠如に関するリスクを減少させる。マネジャーが予算編
成に参加し、自身で目標を設定することで、予算目標にコミットメントすることが可能と
なる。そのため従業員全体の意識を目標にコミットメントすることが容易となるのである。 
④コントロールあるいは干渉の必要性を減少させる。ある程度の裁量権をマネジャーに与
えることで組織内での分権化が可能となり、業務的にトップマネジャーの負担を減らすこ
とが可能となる。また、権限を委譲することで事業に対し干渉する機会を減らし、プレッ
シャーを与える機会も減少させることが可能となるのである。 
⑤有能なマネジャーに裁量権を与える。裁量権を優能なマネジャーに与えることでイノベ
ーションパフォーマンスの向上や事業の効率性の向上につながる可能性がある。また有能
なマネジャーに裁量権を与えることで、マネジャーの意思決定の経験を積ませることがで
きるため今後の企業運営に役立つ可能性もある。 
⑥「利益調整(earnings management)」を行おうとするインセンティブを減少させる。予
算の逆機能については第 1 章第 4 節にて触れたが、予算スラックの形成は予算プレッシャ
ーによる数字操作を行おうとするインセンティブを減少させることができる。比較的達成
が可能な目標を設定することで予算プレッシャーを減ら、し利益調整する必要のない状態
に近づけることが可能となり健全な財務体質とすることが可能となる。 
⑦競争的給与体制を確保させる。マネジャーに対し権限を与え比較的達成が可能な目標を
設定することで目標にコミットメントすることはすでに述べたが、目標達成度合いに対し
より大きな報酬を与えている企業において、大幅に予算目標を達成しようというインセン
ティブが働き競争的給与体制を確保することができると考えられている。また、これによ
り競争的な組織を作り上げる企業もあった。つまり予算スラックを許容し、予算目標を比
較的容易なものにすることで、予算と報酬を結びつける競争的給与体制を確保することが
可能となる。 
以上 7 点が予算スラック形成を許容する理由である。Merchant and Manzoni 
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(1989,pp.548-549)は、予算目標達成が容易となることで組織に対し、正の影響となるので
あると述べている。 
 
第 2 項 予算スラック形成の負の影響 
 
予算スラック形成の組織に対する負の影響については、Lowe and Shaw (1968)、Schiff 
and Lewin (1968)、Welsch (1976)、Horngren (1982)および Yuen (2004)が述べている。
本論文において予算スラックの負の影響について彼らを基に考察していく。 
まず、Lowe and Shaw (1968)および Schiff and Lewin (1968)は、予算スラック形成が
組織にとって負の影響を与える理由として①予算スラックは資源の利用に関して非効率性
を生じさせる。②達成が容易になることで従業員およびマネジャーのモチベーションの低
下につながる。③スラックが発生することで正確な業績評価ができなくなる。という結果
を生み出す 3 点を予算スラック形成の負の影響として挙げている。上記 3 点を生み出して
しまうため予算スラックは組織に負の影響を与えると考えられているのである。 
また、予算スラックが形成されることで他部門に本来回すことが可能であった資源が使
用できなくなるという問題点がある。つまり資源の非効率性を生じさせるということであ
る。予算スラック形成の正の影響として業務の柔軟性を高めるとあるが、それは予算スラ
ックを獲得した部門に限られる。企業において予算は限りあるものであるが、企業では事
業をいくつか営んでいることが多い。そのため 1 つの部門が多くの予算を獲得することで
他部門の使える予算に対し影響を及ぼし、新規事業開始に制限をかけてしまうという問題
点があげられる。すなわち予算スラック形成は部分最適ではあるが、企業の全体最適とは
ならないという負の影響を持つ。 
次に予算スラック形成により従業員のモチベーションは低下するという負の影響を与
える。予算スラックの正の影響にてモチベーションの向上について述べたが、モチベーシ
ョンの向上も一定程度までである。モチベーションが一定程度までしか向上しないという
ことはどういうことなのか。Schiff and Lewin (1968)が 3 部門の予算スラックについて研
究しており、どの部門においても 20％～25％程度の予算スラックは存在していることが判
明した。そして本来であればより売上を上げることができたり、コスト削減する方法が存
在したりするということも同時に判明した。予算スラック形成することで目標達成が容易
になるのである。しかし目標を大幅に超えて達成してしまうと次年度の予算目標が大幅に
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上げられてしまう可能性を持っている。そのため本来予算目標を 150％で達成することが
可能であっても事業部門で制止を行い、100％の達成および業績報酬につながる目標達成
までのみにおいて従業員のモチベーションが高いということが判明したのである。すなわ
ち予算目標が比較的達成が容易であるということにより、目標到達以降従業員がモチベー
ションを維持して業務を行うということは行わないのではないかと考えられている。予算
スラックの形成が負の影響を与え、従業員のモチベーションの低下につながると考えられ
ている。 
最後に、予算スラック形成により経営陣は該当マネジャーに対し適切な業績評価を行う
ことはできないという負の影響を与える。予算スラック形成により予算目標は部門にとっ
て比較的達成が容易となる。これにより予算目標が適切ではないため従業員およびマネジ
ャーがどの程度努力を行ったのかを理解しにくいということである。本来与えられた予算
目標に対しマネジャーはある程度の戦略策定を行う。その後部門成果として予算目標の到
達が可能となり、努力を行ったマネジャーに対し成果報酬を与えるものであるが、予算目
標が比較的達成が可能となることで努力なしに目標達成が可能であるかもしれないからで
ある。そのため予算スラック形成により予算目標到達のための努力を把握しにくいが、数
値上において予算目標を達成したことにより多額の報酬を支払わざるを得ないのである。
そのため適切な業績評価が行えているとは言うことはできないのである。 
 次に Welsch (1976)および Horngren (1982)は予算スラックの負の影響として、①非明
示的かつ部分最適（個人的）な性質を有する。②減益誘因となると考えている。  
予算スラックが生じることで予算が、非明示的かつ部分最適になる可能性がある。それ
は予算において、マネジャーの恣意性が介入することで実際とはかけ離れた予算を編成し
てしまう可能性があるということである。予算スラックは目標達成を容易にしようとする
マネジャーの意思が介入されて形成される。マネジャーの目標を達成することで業績評価
における評価を高いものにしようという恣意性が存在する。それにより編成された予算は
非明示的なものとなり、実際とはかけ離れた数値を予算目標として設定する恐れがある。
また、予算スラックの形成により目標達成が容易になることでマネジャー個人は業績評価
による高評価を得るが、企業全社的な観点で予算を編成する点とは異なり、予算自体がマ
ネジャーの個人的な最適目標を作り上げてしまうのである。そのため予算スラックは非明
示的かつ部分最適になる性質を有していると考えられている。 
次に、予算スラックが減益要因となる理由について考察していく。予算編成において予
22 
 
算スラックが形成されることにより予算目標が容易となる。そのため予算スラックが形成
されなかったときとは異なり、実行可能な費用よりも多くの費用を生じさせ、実際得られ
るはずであった収益よりも少ない収益を生じさせる恐れがある。また、マネジャーのモチ
ベーションにもかかわってくる問題である。予算目標が達成容易となることで目標達成後
や達成報酬獲得が確定した後は、それ以上収益を増大させようとするインセンティブが薄
れてしまう。そのため本来継続して努力し続ければ得られるはずであった収益が減少して
しまう。同じことが費用においても考えることができる。コスト削減が目標であった場合、
コスト削減目標を達成した後は、当期の費用削減を怠る可能性がある。仮に多くの費用を
削減することが可能であった場合、次期においてそれ以上のコスト削減、予算の減少を見
込むことが考えられるからである。そのため予算スラックが形成されることは、減益要因
となると考えられている。 
最後に Yuen (2004)は予算スラックの形成は、①資源の非効率性、②資源の過剰消費、
③予算・実際分析結果が役に立たない可能性について言及している。資源の非効率性は、
上記で述べた、Lowe and Shaw (1968)および Schiff and Lewin (1968)の考え方と同様で
あるため割愛する。そのためまず②資源の過剰消費について述べていく。 
 予算スラックが形成されることで、資源は過剰消費される。これは本論文における予算
スラックの正の影響で述べた点とは視点が異なる。予算スラックの正の影響では、マネジ
ャーは与えられて予算だけで戦略を実行とするため、資源の過剰消費を防げると考えた。
しかしその場合、本来実行可能である資源より多く予算で割り振られているため、予算編
成の段階で資源が過剰消費されていると Yuen (2004)は述べている。 
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図表 2：過剰消費視点の異なり 
 
 
  
そして予算スラックが形成された場合、予算・実績分析が役に立たない可能性について
言及する。そもそも予算にマネジャーの恣意性が混在している時点で正確な予算ではない。
予算は不確実なものとなり、予算自体に信頼性がなくなってしまう。そのため予算と実際
の差異分析を行ったときに実際との間に生じる差異にも信頼性が失われてしまう。例えば
実際実現可能であった収益よりも低い収益で予算を編成したとする。実際には、最大限実
現可能な収益が生じたとする。その場合に生じる収益の有利差異は本当に有利差異である
のかが不明である。予算において予算スラックが形成されることにより予算と実績の差異
分析の結果は信頼性を持たないのである。すなわち予算スラックが形成されている予算に
おいては予算・実績差異分析が役に立たない可能性があるのである。 
本節において Lowe and Shaw (1968)、Schiff and Lewin (1968)や Welsch (1976)、
Horngren (1982)および Yuen (2004)らの考え方に基づいて考察をしたが、彼らは予算スラ
ックが形成されることにより、負の影響を与えると考えている。しかし彼らは予算スラッ
クの発生原因、予算スラックの負の影響については述べているものの、予算スラックのコ
ントロール方法についてまでは述べていなかった。彼らの予算スラックの発生原因および
負の影響を基に、本論文第 5 章にて予算スラックのコントロール方法について考察してい
く。また、彼らが予算スラックの負の影響として挙げているものは予算スラックの正の影
24 
 
響であげられているものと非常に近い部分であった。そのため予算スラックの形成は部分
最適とはなり得ても、全体最適とはなりにくいのではないかと考察することができる。事
業部門における業績評価やマネジャーの裁量権が増加すること等の利点は、事業部門にと
っては最適かもしれないが企業の全社的な視点で見れば経営における非効率性が生じてい
る。そのため予算スラックの形成は部分最適につながる可能性があるのである。 
 
第 5 節 収益予算および費用予算の観点より考察する予算スラック 
  
予算には収益予算、費用予算および資本予算が存在する。本節ではそれぞれのスラック
について述べていく。しかし、資本予算については本論文の本題とは構造が異なっている。
収益予算および費用予算は、マネジャーおよびトップマネジャーの駆け引きいわゆる予算
ゲームにより編成される性質を持つが、資本予算は経営者の恣意性と直接結びついている。
そのため本論文において資本予算における予算スラックについては述べない。予算スラッ
クは収益スラックと原価スラックという 2 つの構成要素からなるものであるといえる
(Milne,1981,pp.5-11)。予算スラックの第 1 の構成要素は収益スラックであり、それは最
適達成可能収益が予算収益を超過するその超過額である。予算スラックの第 2 の構成要素
は原価スラックであり、必要な原価を超過して予算として承認された原価額を意味する。
このように予算スラックは 2 つの観点から考察することができる。本節において、収益予
算の観点より考察する予算スラックおよび費用予算から考察する予算スラックについて述
べていく。 
  
第 1 項 収益予算の観点より考察する予算スラック 
  
まず収益予算について考察する。収益予算はどの程度販売し、利益を上げることができ
るのかを予測するために編成される。収益予算において形成される予算スラックを収益ス
ラックと呼ぶ。収益は予測に基づき編成されるため不確実性が強い予算である。まず収益
予算における収益スラック形成原因について考察していく。 
収益予算における予算スラックの形成は「業績評価目的」で行われると考えられる。収
益予算は不確実性が強いため予測よりも変動することが多くある。収益予算においてマネ
ジャーはより達成可能性が高い目標を得ようと考える。それにより収益予算における収益
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スラックが組み込まれるのである。収益予算スラックの形成原因として挙げられるのが、
予算強調や情報の非対称性である。最適収益額は現場マネジャーが最も情報を保有してい
る。それに対しトップマネジャーはどの程度の収益目標が最適であるのかを決定する情報
を保有していない。トップマネジャーは企業全体の収益性を高めるために予算目標の到達
を圧力として強調する。それによりマネジャーは予算目標到達を目指すのである。マネジ
ャーは予算目標をいかに達成可能なものにするかを考える。マネジャーおよびトップマネ
ジャーとの予算ゲームの過程において現場マネジャーは情報の非対称性を利用して比較的
達成可能な収益予算目標を提案する。その際にトップマネジャーは最適収益額について検
討を行うが、現場マネジャーの報告する情報をもとに検討を行う。それによりマネジャー
の情報によって収益目標が変動する。発生する最適収益額と収益予算目標との間に収益ス
ラックが生じるのである。具体的に、企業では価格と数量の最適な組み合わせが最適収益
額を決定するわけであるが、収益予算がこの達成可能な最適収益額を下回って承認された
場合収益スラックが形成されるということである。 
さらに収益スラックは価格スラックと数量スラックに分解することも可能である。しか
しながら、現実の市場においては価格と数量の複雑な相互作用が存在すると仮定される。
したがって需要関数は直線であるとは限らず、またそれが十分に既知であるとは限らない。
そのため収益スラックを価格スラックと数量スラックとに分割することは実際上問題が残
る(小菅,1984,pp.92-93)。したがって本論文において収益スラックを価格スラックおよび数
量スラックに分割しない。 
 
第 2 項 費用予算の観点より考察する予算スラック 
 
次に費用予算について考察していく。費用予算はどの程度事業遂行にコストがかかるの
かを予算として上位マネジャーに対し申請を行う。費用予算においても予算スラックは形
成される。費用予算における予算スラックとは、費用の過剰申告である。費用予算におい
て「資源獲得目的」および「自己防衛目的」により予算スラックが形成される。資源を余
剰に獲得することで費用予算の達成は容易となる。また将来的に削減が予想される費用に
対して予防として余剰に資源を獲得することで削減割合を必要割合に対して減らすことが
できるのである。費用予算の観点から考察した場合、資源に余裕を持たせて獲得すること
で自部門が有利となる可能性が高いとマネジャーは考え、原価スラックを組み込むのであ
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る。そしてこの原価スラックは能率性スラックおよび有効性スラックに分解可能であるた
めそれぞれについて述べていく。 
能率性スラックとは、実際産出高について承認された原価が実際産出高のために最低限
必要な原価を超過する額であり、予算として承認された非能率である。それが製品原価予
算に関連したものである場合には、我が国の「原価計算基準」に相当するものと考えられ
る。「理想標準原価とは、技術的に達成可能な最大操業度のもとにおいて、最高能率を表す
最低の原価をいい、財貨の消費における減損、仕損、遊休時間等に対する余裕率を許容し
ない理想的水準における標準原価である(原価計算基準,p3)。」に相当し、このような理想
原価標準との差額が製造原価予算における能率性スラックを表すことになるのである(小
菅,1984,p.94)。 
有効性スラックは、コスト・ベネフィットの観点から見て最適な有効性水準を超過して
消費される資源について、予算として承認された原価の額である(小菅,1984,p.95)。さらに
有効性スラックは次の 2 つの要素に分割できる。①必要な課業を遂行する際の有効性、②
不必要な課業の遂行。の 2 要素である。 
①における「必要な課業」とは、ある水準の資源量を消費することによってその増分コス
トを超過するベネフィットを生み出すような課業(労働者が一定時間内に遂行すべき標準
作業量)である。下図は必要な課業に関する資源消費量のコスト・ベネフィットを表してい
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
27 
 
図表 3：必要な課業に関する資源消費量のコスト・ベネフィット 
 
出所：小菅,1984,p.96 
 
図表 3 は、資源消費量がｙ1 に至るまではそれによって得られるベネフィットがコスト
より大きいことを示している。したがって、福利(welfare)は≪増分コスト＝増分ベネフィ
ット≫となる交点 P に至るまで資源消費量を増すことによって極大化される。しかし、点
P の時の資源消費量を超過して資源消費がなされる場合には、それは部分最適化行動とし
て理解されることになる。すなわち≪増分コスト＞増分ベネフィット≫となるからである
(小菅.(1984),p.96)。つまりその場合マネジャーは自分における費用予算において、より自
部門の収益を上げようと施策する。それにより原価スラックが形成されるのである。また、
その際に生じる原価スラックを有効性スラックと呼ぶ。有効性スラックについては、すべ
ての課業はそれを達成するのに最低限必要な資源だけを消費することによって遂行される
ものであると仮定されている。例えばある事業において資源を投入することで利益を生み
出すことができる事業に取り組むとする。しかし一定以上の資源の投入は一定以上の利益
を生み出すことはできない。なぜならば資源を投入すればするほど製品の品質は上がると
いうわけではないし、製品を生産すれば生産するほど製品の販売量が無限に増えていくわ
けではないからである。すなわち一定以上の資源の投入は利益を生み出すどころがコスト
の増加により利益を減少させる。 
 ②における「不必要な課業」とは、資源消費によって生み出されるベネフィットが決し
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てそのコストを超過しないような課業である。すなわち、資源消費量が増加すれば増加す
るほど収益が減少していく事業のことである。下図は不必要な課業に関する資源消費量の
コスト・ベネフィットを示している。 
 
図表 4：不必要な課業に関する資源消費量のコスト・ベネフィット 
 
出所：小菅,1984,p.97 
 
つまりこのような資源消費はすべて部分最適化行動として理解することができる。不必
要な課業において消費される資源は原価スラックであるため、本来マネジャーは費用予算
において要求する必要のない資源であるため有効性スラックとして生じるすべてにおいて
コントロールする必要性があるということである。 
 
第 3 章 脱予算経営の概観およびツール 
  
 予算スラックのコントロール方法は脱予算経営のツールの活用にあると考えている。本
章において、脱予算経営のツールを活用することでどのように予算スラックをコントロー
ルすることができるのかについて検証していく。脱予算経営の本質は予算を使わないこと
にあるため予算スラック自体が存在しない。しかし、今後企業が経営活動を行う上で予算
がなくなることは決して考えられない。予算を発展させ予算スラックをコントロールする
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ために脱予算経営のツールを活用した場合においても予算を使用しているため予算スラッ
クは形成される。本章の狙いとして、予算スラックをコントロールするために脱予算経営
のツールを検証することにある。 
 
第 1 節 脱予算経営 
 
脱予算経営は CAM-I の協力で発足された Beyond Budgeting Round Table(BBRT)によ
って、提唱されたマネジメント・モデルである。BBRT が提唱する脱予算経営は、予算が
抱える問題点を克服して企業が戦略を成功するために変化適応型で分権化して権限を委譲
した組織を作り上げることが定義とされる(Hope and Fraser,2003)。なぜ BBRT は脱予算
経営を提唱しているのか。それは伝統的な予算管理実務における問題点を指摘しているか
らである。 
本章において脱予算経営のツールであるローリング予測について紹介する。それは予算
スラックのコントロールに役立つと考えているからである。伝統的な予算においてローリ
ング予測を組み込み発展させることで予算スラックをコントロールすることができるので
ある。そのため本章にて脱予算経営のツールであるローリング予測を紹介していく。 
 
第 1 項 脱予算経営の概観 
  
予算をなくし予算の代替的なツールやプロセスだけでは諸問題を解決することはでき
ない。新しい一連のリーダーシップ原則も必要である。脱予算経営の特徴として、6 のリ
ーダーシップ原則および 6 のプロセス原則、これらを合わせて一貫性のあるモデルが形成
されるのである。以下 12 の原則について述べる(Bognes,2009,p.55)。 
リーダーシップの原則 
①顧客。従業員を組織の階層的な関係ではなく、顧客の成果を改善することに集中させる。  
②組織。中央集権化した機能の集まりではなく、リーンなネットワークとして責任あるチ
ームとして組織化する。 
③責任。すべての従業員が単に計画に従うのではなく、1 人のリーダーだと思って行動で
きるようにする。 
④自立性。詳細に指示して部下に権限を委譲しないのではなく、チームに行動するための
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自由と能力を与える。 
⑤バリュー。詳細なルールや予算ではなく、少数の明確なバリュー、目標および境界線に
よって統治する。 
⑥透明性。組織階層によって情報を制限するのではなく、セルフマネジメントのためのオ
ープンな情報を促す。 
プロセスの原則 
①目標。固定業績契約を設定するのではなく、継続的な改善のための相対的目標を設定す
る。 
②報酬。固定目標値の達成ではなく、相対的業績に基づいて共有した成功によって報酬を
与える。 
③計画策定。トップ・ダウンの年中行事ではなく、計画の策定は継続的かつ包括的なプロ
セスとする。 
④コントロール。計画に対する差異ではなく、相対的な指標と傾向に基づいてコントロー
ルする。 
⑤資源。資源は年次予算によって配分するのではなく、必要に応じて利用可能となるよう
にする。 
⑥調整。年次計画のサイクルで行うのではなく、ダイナミックに相互作用を調整する。  
 しかし 12 の原則すべてを成し遂げなければならないというものではない。企業ごと、
ビジネスごとに問題は異なっているために、それぞれの原則の重要性は相対的に異なる。
脱予算経営は上記 12の原則によって支えられているが脱予算経営において上記 12の原則
を充足する必要はないのである。脱予算経営の主張として、基本的には「最前線にいるマ
ネジャーの意思決定に必要なマネジメント・モデル」を構築することであり、そのために
変化適応型のプロセスと分権化を実行すべきであるというものである (Hope and 
Fraser,2003)。 
 
第 2 項 脱予算経営の適応事例 
  
ここでは、清水 (2009)を基に日本電気株式会社(以下 NEC)における予算制度について
紹介していく。NEC では、3 年間を基幹とする中期計画が策定され、これに基づいて年間
予算が編成される。年間予算は中期計画を達成するための初年度実行計画という位置づけ
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になっており、中期計画と予算が極めて強くリンクされている。これに対して予算統制が
行われるが、統制は将来予測を重視して、変化に迅速に対応しながら事業戦略を遂行する
という脱予算経営が志向するものとなっている。 
 まず NEC 予算の特徴として挙げることは①予算編成指標は全社指標のみであること。
②ビジネスユニットごとの予算編成指標の示達は廃止され、各ビジネスユニットが中期計
画に基づく予算目標を自ら設定すること。になっているという 2 点である。また、NEC
では、予算統制のための年次決算情報の早期フィードバックおよび事後管理から事前管理
への転換を目指しており、毎月開催している事業執行会議で収益性、キャッシュフローお
よび棚卸資産などに関する通期(四半期)の業績予測を提出している。 
 月次業績管理の項目は、4 つのフォーマットに集約されており、それを要約すると次の
ようになる。なお、ここで示す尺度は NEC が実際に使用しているものではなく、概略で
ある。①主要指標一覧としては、大別すれば売上高、利益、キャッシュフローおよび棚卸
資産がある。②事業の特性上、固定費が多額に上るものがあるため、いくつかの固定費が
報告される。③ビジネスユニットの主要なセグメント別損益も同時に報告される。④最終
的な目標である税引前利益を達成するために必要なドライバーを示したものが報告される。
ここで NEC の予算管理プロセスで注目すべきは、①の主要指標一覧、③ビジネスユニッ
トの主要セグメント別損益および④利益のドライバーに関して、常に推定値が示されてい
く点である。実績は毎月測定され、それが予算と比較されていく。同時に実行月以降の推
定値が毎月予測されている。伝統的な予算のように結果のみを検討しても大きな情報を得
ることはない。それに対し、将来の予測を並行して行い、予測と計画との差異を確認しな
がらマネジメントを行うことが重要であるという脱予算経営の趣旨を踏まえているのであ
る。 
 すなわち NEC において予測と計画の差異を毎月認識しているため、目標値と予測値の
間にギャップが生じれば早急に何らかのアクション・プランを策定、対応することが可能
である。原則として脱予算経営では目標値と予測値の乖離が生じた場合でも、目標値は改
訂されることは少ない。「予測は起こるであろうと思われる頃であり、目標値はそうなりた
いということである。予測は望ましいものであろうとなかろうと予期される成果を示して
いる」(Bognes,2008,p.134)。NEC において以上が予算管理の特徴の 1 点である。 
 NEC の予算管理の特徴の 2 点目は、上半期が終了した時点で行われる「中間見通し」
によって、下半期の予測状況と計画値の差異を早期に認識して、これに対する対応策をと
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ることにある。中間見通しとは年間業績に対する中間時点での業績予想を意味しており、
ここまで述べてきた業績予想と同様に、ビジネスユニットの長による年度終了時点での業
績予想値という取扱いとなっている。ここでの下半期の予測値は予算とは異なっている。
年間目標はあくまでも達成目標として固定されている。しかし、環境の変化に対応した行
動をできるだけ素早くとることができなければ、予算は画餅にすぎない。見通しがどのよ
うになっているか、それが予算と比較してどのようになっており、このギャップを埋める
ために何を実施すべきなのかを早期に認識することが NEC における予算管理の特徴であ
る。(清水,2009,pp.295-298) 
 次に NEC における業績評価システムについて清水 (2009)を基に述べていく。伝統的な
予算の下では、固定目標値の達成に対して報酬が与えられている場合逆機能的行動が生ず
る。NEC では、この問題点を克服するために、ビジネスユニットの業績評価と賞与評価制
度を切り離したシステムを 2006 年より導入している。 
ビジネスユニットの業績評価は、経営効率と資本効率を客観的な指数で評価することを
目的としており、その結果は事業執行会議で公表されて結果責任を明確にするとともに業
績改善を促進することになる。業績評価基準としては、売上高、各種利益、キャッシュフ
ローおよび棚卸資産など月次管理されていた項目であり、対予算比および対前年比で測定
された実績値に対して一定の点数が与えられる。達成率が一定の割合を超えると加点され、
下回った場合は 0 点となるようなシステムが構築されている。 
これに加えて P&G(Profitability and Growth)評価に対して 100 点が与えられて合算さ
れる。P&G 評価とは、収益性と成長性の 2 軸で示した平面の中に、ビジネスユニットを
位置づけるものであり、6 種類の事業ゾーンが存在している。 
上記の NEC 業績評価システムは、賞与とは結びつけられていない。従来はこの評価ラ
ンクがそのまま賞与支給額とリンクしていたが、両者をリンクすることで問題が上がって
きた。そのため業績と賞与を切り離した「チャレンジ度評価制度」を開始した。しかしこ
のチャレンジ度評価制度は現在行われていない。 
「チャレンジ度評価制度」は、予算に対する評価と実績に対する評価に分け、予算に対
する評価は、予算の前年同期実績比として売上高と利益等についてどれだけ高い値を予算
化したかが評価対象となる。これに対し実績に対する評価は、予算達成度として売上高と
利益等を評価する。つまりよりチャレンジングな予算目標を設定し、これを達成すること
によって賞与にリンクした点数が高くなり賞与が大きくなるのである。 
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以上のように NEC ではローリング予測を踏まえた予測と目標設定を行っていた。それ
により環境の変化に柔軟に対応できる組織を作り上げたのである。また、業績評価も脱予
算経営特質な構造となっており、脱予算経営においては予算の逆機能が働かない可能性を
有していることを示すものであった。しかし、脱予算経営においてやはり年度末を意識し
た予測を行っており、短期的視野から脱したものではない。また、業績と報酬の結びつき
が強くないことは、マネジャーおよび従業員の外発的動機付けの面からのモチベーション
が管理することが難しいのではないかと考察することが可能である。そのため脱予算経営
をそのまま活用するのではなく、Hope and Fraser (2003)が述べるように企業が戦略を成
功するために変化適応型で分権化して権限を委譲した組織を作り上げることを目的に活用
すべきなのである。 
 
第 2 節 脱予算経営のツールの紹介 
 
第 1 項 ローリング予測 
 
(1)ローリング予測の概観 
伝統的な予算においても予測は常に行っているが、年度末で予測は終わってしまってい
る。予算期間が年度ごとに変化するため予測事態も毎期年度ごとでしか行われていないの
である。そのため組織および従業員の施行は年度末で終了することになってしまう。常に
実績と計画と予測値を付け合せてはいるものの、当初の固定的な年度末の目標に向かって
実行することになる。これでは戦略的思考を醸成することはできず、ある意味では年度目
標を達成することのみに集中してしまい、中期的な戦略的意識を身に着けることはできな
い(清水,2009,pp.286-287)。伝統的な予算における予測は短期的視野に陥ってしまい、企
業本来の長期的に成果を上げることが難しくなる側面を持っている。そのためローリング
予測により常に予測を行うことが解決策として考えられる。ローリング予測とは最初に向
こう 1 年間にわたる少数の KPI(売上高を含む)に関して予測を行う。第 1 四半期が終了し
た段階で、向こう 4～5 四半期の予測を行うといったことを繰り返すものである (清水, 
2009,p.287)。目標値が適切なものであるかを確認し、予測と計画の差を認識することで経
営上の戦略に役立てることが可能となる。つまり伝統的な予算における予測との違いは年
度末を意識していない点にある。ローリング予測では常に 1 年間の計画を四半期ごとに行
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うため企業本来の長期にわたる業績の向上を目指すことが可能となる。 
 これはマネジメントの方法としてフィードバック・コントロールのみならずフィードフ
ォワード・コントロールを併用すべきであるという考え方に基づいている。フィードフォ
ワードは、財務的な計画値が計画通り達成できるよう、先行指標などを見ながら計画値を
予測値に近づけていく手法であり、計画の統制を意味している(清水,2009,p.287)。すなわ
ちフィードフォワードを適切に行い、フィードバックと有機的に連携することによって意
味のある計画の策定、実行が可能となるのである。 
 
図表 5：フィードフォワードの重要性 
 
  
出所：清水,2006,p.288 
 
 しかしローリング予測にも問題点は存在する。ローリング予測は常に 1 年間の予測を行
っているが企業では決算が必ず存在する。そのためその時点から 1 年先の状況を見据えて
戦略的な行動をとるべきなのか、それとも年度目標を優先させてローリング予測のデータ
とは別の行動をするべきなのか(清水,2009,p.289)である。決算が訪れるということは株主
に対して業績報告が行われるということである。そのためローリング予測による 1 年後を
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見据えて行動していることについて株主が納得するとは限らない。そのためローリング予
測を行うと同時に年度ごとの戦略的行動を行わなくてはならないという側面がある。すな
わちローリング予測を行っているが予測に基づく行動が必ずしも実行されないということ
が問題点として挙げられる。 
(2) 予算スラックのコントロール方法としてのローリング予測の活用 
 ローリング予測を用いてどのように予算スラックをコントロールするかについて考察し
ていく。ローリング予測の活用は常に実績と計画と予測値を付け合せてはいるものの、当
初の固定的な年度末の目標に向かって実行することになる。この点が予算スラックをコン
トロールできる要素である。当初の固定的な目標には予算スラックが形成されている。そ
の目標に対し、ローリング予測を行うことで形成された予算スラックをコントロールする
ことができるのである。すなわち、予算目標とローリング予測結果の差を検証することに
より予算スラックを認識することができるのである。予測と実績との差異を把握すること
により、予算目標におけるスラックとなる超過部分に対し修正を加えることができる。 
 予算スラックを年に 1 度の予測により認識するのではなく、ローリング予測により随時
予算スラックを認識し、固定的な目標値に修正を加えることで予算スラックをコントロー
ルすることができる。予算スラックを一定時点のみで認識するのではなく、長期的に認識
を行うことにローリング予測は役立つのである。ローリング予測および脱予算経営のツー
ルを活用した予算スラックのコントロールについて本論文第 5 章にて述べていく。 
 
第 2 項 相対的業績契約 
 
(1)相対的業績契約の概観 
相対的業績契約とは脱予算提唱者らが伝統的な予算における固定業績契約の代替的な
ツールとして挙げている業績評価方法である。相対的業績契約は、「従来の目標の設定方法
（固定業績目標）が事前の予測に基づいて年間の売上高、費用、利益および各種比率の目
標値が決定されて固定されるのとは異なり、相対的に、すなわち何らかの比較対象と比較
しながら決定される目標値」(清水,2009,p284)を設定し、業績を評価することである。比
較対象とは業界内の同業他社や自企業の前年度比、自社内の他事業部との収益性といった
数値を用いる。固定的目標値を設定する場合上記で述べた逆機能が働き予算目標の達成が
必ずしも企業価値の向上とはなりえない。相対的目標値を設定することにより、組織は外
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部環境の変化に適応することが可能な組織となりえる。また、固定的業績目標値では予算
の逆機能に対し、相対的目標値を設定することで予算に対する数値操作などの恣意的行動
を起こす意味をなくすことが可能となる。すなわち相対的目標値を設定することで企業内
および同業との自社の立ち位置を巡っての戦略をマネジャーは策定することになる。その
ため固定的業績目標値では目標値をできるだけ容易にしようと予算ゲームを伴う予算スラ
ックが生じるが、相対的業績目標は他社あるいは自部門の前年度もしくは他事業部を上回
るという戦略目標を設定するために目標値をできるだけ容易に設定する意味がなくなると
いうことである。 
 
図表 6：Beyond Budgeting における業績評価の仕組み 
 
 
出所：清水,2006, p.166 
 
 固定的業績目標値を設定した場合、目標値はマネジャーとの間で生じる予算ゲームの下、
予算目標値と活動の実績を踏まえて業績評価を行う。これに対し相対的目標値を設定する
場合、企業外部により目標値が決定されるため、客観的な目標値となる。すなわち最終的
な業績評価は目標値ではなく、相対的業績目標（戦略目標）と活動の実績により相対的目
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標が達成されたかどうかを測定することで業績評価を実施する。脱予算経営提唱者たちは
相対的業績契約が脱予算経営のツールの一つであり、伝統的な予算における固定業績契約
を改善する手法の一つであるとしている。 
 相対的業績契約にも問題点は存在する。相対的目標値を設定するといっても相対的目標
値自体をどこに求めるかである。業界内での順位を見出すにしても、直接の競争相手との
比較をするにしても、比較対象となるデータを得るには時間がかかるし、場合によっては
不可能なこともあるかもしれない(清水,2009,p.288)。また、社内における他事業部を相対
的目標値に設定するとしても事業の性質やターゲットとする顧客の範囲などによって、単
純に事業部や支店などの売上高や利益を比較することが困難である。そのため企業内外問
わず指標となる相対的目標値の設定自体が困難であると考えられている。 
(2) ストレッチな目標値 
脱予算経営においては、予算のような財務計画ではなく、バランスト・スコアカードを
中核に据えて計画を策定することを推奨している。バランスト・スコアカードを使用する
場合複数の戦略目標が存在するが、本論文においては予算管理を本題としているため財務
尺度に焦点を当てる。目標値として掲げるのは、他社に勝る財務尺度であり、一般的に売
上高や利益額、ROI および ROI などの比率となる(清水,2009,pp.290-292)。予算目標の設
定を長期、中期および短期の 3 段階に分割し、予算目標を設定する。長期目標は BHAG(Big 
Hairy Audacious Goal)と呼ばれる大胆かつ困難な目標を設定する。例えば現在業界 10 位
の企業が業界において 10 年間で ROI ベスト 3 に入るというような長期目標を設定する。
BHAG は、組織構成員の意識を長期的に向かうべき方向に焦点を当てさせることが目標と
なる(Collins and Porras,1994,邦訳,第 5 章)。 
 次に中期ストレッチ目標を決定する。長期的な目標値を達成するために中期的にどのよ
うな段階を踏んでいくべきなのかを目標値として設定する。例えば 3 年間で売上高や利益
を 50%増加させるといった中期目標を設定している。すなわち、中期目標を通して長期目
標の達成を目指していくものである(Niven,2006,p.182)。 
 最後に短期ストレッチ目標の設定である。短期ストレッチ目標は中期目標を単年度化す
ることで、最終的に長期目標の達成を目指す。しかし短期目標はストレッチ性を含むもの
でなければならない。財務目標値が長期的かつ中期的にストレッチな目標を設定している
ため仮に目標を固定数値にしてしまった場合、数値目標を達成したところで、競合他社に
勝つという目標に対し競合他社が自社の上をいけば評価されることはない。すなわち上位
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の戦略目標を達成できなければ短期目標の設定が無意味なものとなる。そのため短期目標
は、上位の戦略目標を達成することが可能となるようなストレッチ目標を設定することが
重要である。 
 脱予算経営のツールとしてストレッチな目標値の決定を中期的かつ全社的なストレッチ
目標値に基づいて短期ストレッチ目標値を決定することで、交渉やゲーミングを回避する
ための方策として相対的目標値の設定が可能となる(清水,2009,p.293)。すなわち、ストレ
ッチな目標値を設定することが、脱予算経営において相対的業績評価を促進するツールの
一つであり、ストレッチな目標値の設定は長期目標達成のために不可欠である。 
 しかしストレッチな目標値の設定は困難であることを忘れてはならない。ストレッチな
目標値を設定するとしてもあまりにも大きな幅を持つストレッチな目標値の設定は組織に
とって意味がない。マネジャーがストレッチな目標値の下限を目標とし、目標達成を目指
す場合ストレッチな目標値は意味のないものとなる。ある程度達成可能であり、マネジャ
ーがストレッチな目標値の中央値を目指すものでなければならない。そのためにストレッ
チな目標値の設定は困難である。固定的目標値である 100%を中央値としそこからある程
度のストレッチな目標値としなければならないため結局は固定的目標値の幅を広げるにす
ぎないのである。 
 
第 3 節 脱予算経営のツールの利用 
 
 前節にて述べた、①ローリング予測および次章にて述べる②相対的業績評価および③ス
トレッチな目標値の設定の 3 つのツールの活用こそが予算スラックのコントロールに役立
つと考察する。これらツールの活用により、自企業のみで完結する予算管理を行うのでは
なく社外を交える予算目標を設定することで、マネジャーの予算スラックの形成動機を抑
制することができる。 
 また、伝統的な予算に対して脱予算経営提唱者らは数々の問題点を指摘し、脱予算経営
を提唱している。加えて脱予算経営という新しい経営手法を提唱しているが、伝統的な予
算そのものを廃止すべきではないと考察すべきである。そのため脱予算経営という手法で
はなく、伝統的な予算の発展を考えるべきである。すなわち、脱予算経営のすべてを利用
するのではなく、脱予算経営と伝統的な予算の折衷式な予算管理を行うことで伝統的な予
算および脱予算経営の問題点(本論文で述べた問題点)を克服することができるのである。 
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 また実際においても脱予算経営のツールを活用している企業は存在する。そのため伝統
的な予算において脱予算経営のツールを組み込むことは現実的に実行可能である。理論上、
どのように予算管理を行うことが企業において効率的かつ効果的なのかについて本論文第
5 章にて考察していく。 
 
第 4 章 業績評価契約 
 
予算において業績評価契約は目標達成および従業員の動機づけという観点から密接に
結びついていると考えられる。また、脱予算経営者提唱者らの予算への批判は多岐にわた
るが、なかでも固定業績契約と呼ばれる業績評価と報酬算定の仕組みが主要な批判対象で
ある。また、固定業績契約こそが予算ゲームなどの逆機能的行動をもたらし、予算の有用
性を低下させていると主張している。そのため本章において業績評価契約について述べて
いき、固定業績契約および相対的業績契約について述べていく。そしてそれらについて比
較していき、本論文の最終目的である予算スラックのコントロールの考察につなげていく。 
 
第 1 節 業績評価 
 
業績評価とはマネジメント・コントロールを構成する要素のひとつであり、各組織や組
織メンバーが一定期間に達成すべき業績目標を事前に設定し、期中・期末に測定された実
績を目標に照らして評価し、その結果をフィードバックすることで、組織メンバーを方向
づけ、動機づける役割を果たす役割を持つ(Williams,1998)。 
業績評価は予算目標値と密接に結びついている。そのため予算および業績評価は一緒に
述べる必要があるためここで業績評価契約について述べていく。 
 
第 1 項 業績評価契約の概略 
 
伝統的な予算において、固定業績契約と呼ばれる業績評価と報酬算定の仕組みが主要な
ものである。固定業績契約の定義として、①事前に設定された予算目標のみを基準に業績
を評価する(Libby and Lindsay,2012)。②予算目標到達度合をボーナスなどの報酬と強く
結びつける(Libby and Lindsay,2012)。これに対し Hope and Fraser (2003)が提唱する相
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対的業績契約という相対的目標値の設定による業績評価が存在する。相対的業績契約の定
義として、①社内外のベンチマークを基礎に相対的業績目標を設定する (Hansen et 
al,2003)。②事後に実際の業務状況や経済環境を踏まえて主観的調整を含む評価を行う
(Hansen et al,2003)。 
また、伝統的な業績評価契約システムにおいて以下の 2 点が問題点であると考えられて
いる。 
①無形資産への投資を妨げる。財務指標は短期的な利益を強調するため、競争優位の源泉
となるが期間費用として処理される無形資産への投資を妨げてしまう。 
②戦略の遂行に注意とアクションが向けられない。財務指標は要約されすぎており、戦略
を遂行するための具体的な指針となりづらい。そのためマネジャーや従業員の注意とアク
ションが戦略の遂行に向けられにくい。 
 日本企業における業績評価の特徴は欧米企業と比較すると大きく異なっている。以下 3
点が日本企業と欧米企業の違いである(加護野・野中・榊原・奥村,1983)。 
 第一に、日本企業の業績評価は個別的な評価ではなく、総合的な評価が一般的である。
加えて業績評価基準があいまいである。第二に、財務的な業績評価の基準は売上高や経常
利益など成長指向型の絶対額が中心であって、投資利益率(Return On Investment:ROI)
などの効率や効果性（有効性）を評価する基準を持つ企業は少ない。第三に、業績評価の
結果を個人の給料にまで反映させている企業は少ない。仮に業績評価の結果を報酬と結び
つけている場合においても、個人ではなくチームや部門を単位に評価が行われていること
が少なくない。加えて日本企業の場合本人の能力や業績よりも学歴や年功によって決定さ
れるのが特色ということである。すなわち日本企業において業績評価基準が総合的かつあ
いまいな評価であり、成長指向型業績評価、非報酬連動型業績評価であるという特徴を持
つのである。 
それぞれの業績評価契約においてメリットおよびデメリットを考えることができる。ま
た、なぜ企業において伝統的な予算と業績契約が結び付いているのかについても述べてい
く。以下、各業績評価契約について述べていく。 
 
第 2 項 固定業績契約 
  
報酬と業績が深く結びついていたのは、1960 年代からである。固定業績契約では多くの
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場合、シニア・エグゼクティブに締結された「利益」契約に導入され、その後シニア・エ
グゼクティブと業務マネジャーとの間の予算契約という形で組織内に展開されていった。
予算は通常期間が固定されており、部下やチームが事前に合意した成果を達成するように
確約させることであり、この結果上司が事前に設定された成果に対する結果をコントロー
ルできるのである(Hope and Fraser,2003)。 
固定業績契約は、事前に設定された予算目標のみを基準に業績評価を行う。事前に予算
目標を設定することでマネジャーは目標を意識しやすく、目標到達に向けて戦略の策定、
実行を行うことが容易である。しかし、事前に設定された目標値であるため市場の変化や
生産における偶発的事象等の実態を反映していないという問題点が存在する。 
予算を編成することで逆機能が生じる恐れも存在する。予算が目標値となることで生じ
る弊害があると考えられている。固定業績契約の場合、予算目標の設定にマネジャーの恣
意性を含ませることができる。固定目標値の設定はマネジャーおよびトップとの間で予算
ゲームが行われる。これにより伝統的な予算の問題点として挙げたように達成が容易な目
標値の設定および予算スラックが形成されるのである。 
固定業績契約には一般的に以下のような項目が含まれている(Hope and Fraser,2003)。 
①固定目標値。目標値は 1 年前に設定され、財務的な数値で詳細に決められる。目標値を
示す指標としては、売上高、損益、費用、資本利益率などの比率が代表的である。  
②成果連動型報酬。報酬支払額は、合意された目標値に対して固定され、ある幅の成果（た
とえば、目標値を少し下回ったか、目標値を少し上回ったか）に応じて決定される。表彰
や昇進などの非金銭的な成果も、目標値を達成することができたかどうかによって決定さ
れる。 
③承認された計画。戦略的および財務的に記述された計画が、固定業績契約に付与される。
承認を導くプロセスとしては、リーダーあるいは本社の計画部門によって計画が策定され
るトップ・ダウン方式による場合もあるが、一般的なのは現場の計画チームが計画し、上
司と交渉して承認を受けるボトム・アップ方式である。 
④資源配分計画。事業計画が承認されると、「総合予算」が編成され、機能や部門への資源
配分が決定される。固定業績契約は、いずれも、事業計画の付属書類として資源配分計画
（資本予算と収益予算）を伴っている。 
⑤部門間行動の取り決め。固定業績契約では、各ビジネス・ユニットあるいは業務部門が
別の部門と取り交わす取引契約を詳細に規定する。たとえば、製造部門は、販売計画に見
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合うだけの製品を生産する義務を負う。 
⑥報告サイクル。固定業績契約では、実績報告の形式と頻度が事前に決められる。シニア・
エグゼクティブは計画通りに業績が達成されていることを確認するために現場に介入し、
是正措置を取らせることができる権限を持つのが一般的である。マネジャーはいかなる差
異についてもその発生原因を説明し、差異に対する是正措置によって更新された予測数値
を提出し直さなければならない。 
 以上の固定業績契約に含まれる項目は明示的(上司から部下への書面という形態をとる
のが通常)であっても、非明示的(暗黙のうちに、慣習や伝統によって、関係者は成果がど
のようになるかを理解している)であってもよい(Hope and Fraser,2003)。すなわち固定業
績契約においては組織階層間での役割が明確となり、トップ・ダウン方式のコントロール
が可能となる。しかしトップからのプレッシャーが強すぎる場合には、予算の逆機能的行
動を誘因することもある。 
 
図表 7： 固定業績契約と相対的業績契約の比較 
 
  固定業績契約 相対的業績契約 
目標値 (売上高/利益の)目標値は、x 百万
ドルに固定される。 
マネジャーが事前に確認されてい
るベンチマークされた KPI について
継続的に改善を行い、競争集団
の中でトップ(1/4)のなかにいるよ
うにするために、利益の潜在能力
を最大化するとトップは信じてい
る。 
報酬 上記の目標値を達成すれば、報酬
は(利益)の(x%)となるが、これは目
標値の 80%から 120%の幅を持って
いる。 
各年度末の「事後的」業績に基づ
いた競争集団の成績表によってト
ップがマネジャーの報酬を査定す
ると、マネジャーは信じている。 
43 
 
計画 この契約には、マネジャーが合意し
たアクション・プランが付与されてい
る。 
合意されたガバナンス原則および
戦略的な境界の範囲内で、中期
的な目標を達成するために必要な
行動は何でもマネジャーが実行す
るとマネジャーは信じている。 
資源 資本予算および業務予算を支援す
るために合意された資源が、添付
された予算書に記されている。 
マネジャーは、必要な時に必要な
資源をトップが提供すると信じてい
る。トップは合意された KPI の範囲
内にマネジャーが資源の消費量を
おさめることを信じている。 
調整 マネジャーの活動は、同意された
計画あるいはマネジャーの上司に
よって、他マネジャーと調整される
ことになる。 
トップは、マネジャーが期間契約お
よび顧客の要求に従って、自己の
活動を他のチームと調整すると信
じている。 
コントロール マネジャーの業績は、月次でモニタ
ーされる。あらゆる差異が確認さ
れ、エグゼクティブは是正行動をと
る権利を有している。(予算修正案)
の形の予測は(四半期)ベースで求
められる。 
トップは、生ずる可能性が最大で
ある成果に基づいてマネジャーが
予測を提供すると信じている。マ
ネジャーは、トップが業績をモニタ
ーして指標/動向が手に負えなく
なってはじめて介入すると信じて
いる。 
出所：Hope and Fraser,2005,訳書,p.34 
 
第 2 節 モチベーションと報酬の関係性 
 
第 1 項 外発的動機づけと内発的動機づけ 
  
外発的動機付けは、従業員が、自身の欲求を間接的に満たすことができる場合に行われ
るものであり、最も重要なことは金銭的報酬を通じてその動機付けがなされるということ
である。金銭というのはそれ自体に直接有用性はないが、望みの商品やサービスを手に入
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れる上では役立つ。そのため外発的動機付けは従業員の金銭的な動機を企業目標につなげ
ることができれば達成可能である(Neely,2002)。これに対し、ある個人の直接的満足のた
めに活動が行われる場合、その動機付けは内発的なものである。内発的動機付けは「それ
自体に価値があり、自律的なもの」(Calder and Staw,1975, p.599)であると考えられてい
る。内発的動機付けは、業務内容そのものの中に存在しており、従業員の望む業務を行う
ことで充足することができると考えられている。内発的動機付けが必要である理由として
以下 3 点があげられる(Neely,2002)。 
①内発的動機付けは、創造性を必要とする作業に必要である。外発的に動機づけされる従
業員は、すでにある作業を型どおりに繰り返す傾向にある。そのうえ、実験調査によれば、
従業員が監視されている場合には、学習スピードや概念の理解は低下することが示されて
いる。拘束されているという圧迫感が学習レベルの低下をもたらし、作業は内発的に動機
づけられている従業員に比べ、より上辺だけの形で行われる。 
②内発的動機付けは、いわゆる複合的作業問題を克服するのに役立つ。これは、契約では、
従業員の行動や求められる結果に関連するすべての面を完全には記すことができない場合
に適用される。複合的作業問題は、不完全な契約の原因となっている。この不完全契約は、
雇用契約特有のものである。実証的証拠によれば、不完全契約の成果は、通常、業績変動
給で評価されることはないが、企業は内発的動機付けにかなり依存していることが示唆さ
れている。 
③暗黙知の移転には、内発的動機付けが必要となる。暗黙知は文書や記号で表現すること
ができない。これに対し、形式知は、記号化でき移転および増やすことが容易であり、本
やフロッピーディスクに保管することができる。この違いが知識の移転や必要となる動機
付けの種類に関して重要な影響を引き起こす。暗黙知の移転は、直接には測定不可能であ
る。そのため、何人かの人がこの暗黙知を提供する場合に、その共同作業の成果は特定の
個人に帰属させることはできない。この場合、内発的動機付けがなければ従業員はただ乗
りする傾向がみられる。 
しかし、内発的動機付けにおける欠点も存在する(Neely,2002)。 
①内発動機付けを変えることは、外発的動機付け、すなわちアメとムチに依存するよりも
難しく、結果も不確実である。このためマネジャーは伝統的に報酬や命令手段に依存しや
すい傾向にある。 
②内発的動機付けには、望ましくない内容を持つものもある。妬み、復讐、支配欲は利他
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主義、誠実さ、愛情に勝るとも劣らず内発的に動機付けられたものである。これらはどれ
も外部で設定された目標を達成するよりも直接の満足につながる。 
③外発的動機付けは、行動により柔軟性をもたせることができる。たとえば、非営利組織
のボランティアの自発的な動機付けは、組織目標に比べてそれがどのように異なっている
かに強く左右される。これに対し、営利企業の場合は、従業員に適切に給与を支払い監督
費用が低い限り、従業員の個人的な価値についてあまり多くの心配をする必要はない。  
 これらが内発的動機付けの必要性および欠点である。しかし、内発的動機付けの欠点で
述べたように不確実性が高く個人ごとに異なる行動が満足につながるため内発的動機付け
によるコントロールは難しい。単純作業においては外発的動機付けのみで良いのだが複雑
な業務を行う人間の場合内発的動機付けこそがモチベーションに直結するためトップマネ
ジャーやマネジャーは従業員に対して内発的な関与が求められている。 
企業は、報酬を客観的に評価した業績に対して支払おうとしている。マネジャーに対す
るストックオプションや様々な形態のボーナスによって評価を報酬に結合させている。そ
れは本章における固定業績評価契約や相対的業績評価で述べた。しかし、報酬と業績評価
の結び付きのみの場合、従業員の行動は短期的指向になりやすいということがある
(Neely,2002)。契約が不完全な状況および作業関係に著しく影響する状況では、作業の金
銭的報酬にのみ基づくインセンティブ・システムでは要求される業績を生み出すには不十
分である。むしろ金銭的インセンティブが業績低下さえさせているという状況が多くみら
れる。そのため金銭に基づく外発的動機付けよりも、内発的動機付けによる従業員自身に
とって価値ある仕事、あるいは個人的、社会的ノルマを課すことが重要である。外発的動
機付けは複雑な作業に関する作業において従業員自身の見出す価値やノルマを破壊する恐
れがあり、単純作業においては効率的に機能する。金銭のみに依存するのは、あまりにも
単純すぎて、複雑な業務を行う人々を動機付けることはできない。複雑な業務を行う人間
に対し動機付けを行うには仕事に興味を抱かせるような多くの様々な可能性から適切な選
択をすること、すなわち、内発的動機付けを高めていくことである(Neely,2002)。Berlyne 
(1950)、Welker (1956)および Montgomery (1951)は、新奇な刺激や複雑な刺激が、慣れ
た単純な刺激に比べ、動物の探索行動を引き起こす一方で、それらの刺激を継続的に提示
すると探索行動が減じることを示した。 つまり複雑な作業であっても同一作業を行う場合
内発的動機づけは希薄化する。内発的動機づけを継続するにはどうすべきかについて述べ
ていく。 
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 まず、初めに考えるべきことは従業員やマネジャーにとって仕事が面白いと考えられる
ことである。つまり最初の段階で内発的動機付けがなければならない。Deci & Ryan (2002)
において①有能さ②自律性③関係性といった人間の基本欲求の中でも②自律性に中核をお
いた動機づけを内発的動機づけのプロトタイプとした。White (1959)は内発的動機づけを
引き起こす源泉として自分の活動によって環境を変えたり操作したりできるという効力感
を感じるため人は行動するとした。仕事が面白いとは従業員やマネジャーの自律的行動に
よる環境の変化引き起こすことができるということである。 
次にその報酬は受け取る側でコントロールしているものだと理解されることである。
Deci (1975)は自らが自らの行動の原因でありたいといった欲求を自己決定への欲求とし
た。報酬など他者により統制されているといった認知が生じた場合自己決定感が低くなる。
報酬を受け取る側によりコントロールされていることを認知し、行動させることで内発的
動機づけが行われるのである。 
そして常に同じ業務を行わせないことである。複雑な刺激を継続的に提示すると探索行
動が減じる。これに対して Dweck and Elliott (1988)は学習目標を設定し、遂行目標を設
定することにより、効率的な達成行動がなされることを実証した。また、目標達成のため
の様々な刺激を与えることが可能となる。常に目標を設定し、どのような行動をすべきな
のかを考え、行動させることで継続的な内発的動機づけをなすことができる。すなわち自
身が自律的に好奇心をもって挑戦し、自分の力でやり遂げることで有能感を得ることで、
継続的な内発的動機づけが行われるということである。 
 
第 2 項 従業員のモチベーション向上 
 
 財務的業績評価情報は従業員のモチベーションに密接に結びついている。業績評価を通
じてマネジャーより情報のフィードバックを行うことでより効率的な組織を作り上げるこ
とが可能となる。仮に業績をマネジャーに対しフィードバックしなければ事業の改善や効
率化を図ることはできない。すなわち業務改善にとって業績評価は不可欠であり、業績評
価は事業上で必要なものとなっている。また、モチベーションは、様々な要因により低下
したり向上したりするものである。たとえば報酬であったり、労働環境であったり、自己
実現であったりと外部環境のみならず個人の意識の中に依存しており、従業員には外発的
要因、内発的要因が混在している。 
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 また、経営者とマネジャーの利害関係については前述したように一致しない。経営者は
自身の思い通りの経営が行えるようにマネジャーをコントロールしなければならない。そ
のため業績評価という財務的視点によるコントロール手法がとられているということであ
る。すなわち、組織目標と個人目標の調整に役立つ機能を持つのが業績評価契約である。
つまり、業績評価契約が適切であれば従業員の個人目標と目標が一致し、従業員のモチベ
ーションが向上する(Otley,1986)。また、業績評価による報酬と罰則は企業自治および個々
の責任感、従業員個人の判断基準の教育に重要な意味を持つ。そのため業績評価は企業コ
ントロールおよび従業員へのモチベーションに役立つツールである。 
 従業員のモチベーションが低い場合、予算目標の達成可能性の低下およびマネジャーの
業績評価の悪化につながる。マネジャーの管理下にある従業員はマネジャーによって動機
付けが行われるのである。そのためマネジャーは従業員がモチベーションを向上するよう
な施策を考えなければならない。従業員のモチベーションを向上することで予算目標到達
可能性を高める。それによりマネジャーは目標到達により報酬を獲得することができるの
である。 
 従業員のモチベーションを向上させるために有効な点は 3 点考えることができる。①成
果の不確実性、②成果の重要性、③成果に対し自身がどの程度影響を与えることができる
のかの 3 点である(Burgoyne,1975)。そのため組織活動におけるモチベーションの向上は
いかに適切な目標を与えることができるのかが重要となってくる。成果の不確実性として
目標に容易に達成することができる場合、業務に対してモチベーションを持った行動をす
ることが難しい。成果の不確実性として、どの程度の成果を上げることで目標達成するこ
とができるのかが重要となってくる。同様に成果の重要性として自事業部の業績がどの程
度全社的にインパクトを与えるかが重要となってくる。責任がなく、全社的に利益への結
びつきが弱い業務を行う人間よりも、責任が重い企業にとって重要な業務を行う人間のほ
うがモチベーションは高く、従業員の行動がどの程度成果にかかわるのかを認知していな
いほうがモチベーションは低い。自身の行動が直接結びついていることを理解しているこ
とでモチベーションを維持して業務にあたることができるのである。マネジャーが管理す
ることは①目標を従業員に浸透させ意識させること、②従業員の業務がどのような利益を
生んでいるのかを浸透させること、③責任の割り当てにより個々の業務に対して責任を付
与することの 3 点を考えることができる。予算目標の設定が従業員のモチベーションに深
く関わると同様に、業績評価が従業員のモチベーションに深く関わるのである。 
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第 3 項 マネジャーのモチベーション向上 
 
マネジャーは従業員とは異なり目標達成が密接にモチベーションと結びついている。伝
統的な予算の場合、支払われる報酬の金額は固定的な成果と連動している。マネジャーは、
従業員とは異なり目標を理解し、責任ある立場である。そのため自身の行動が業績と深く
結びついていることを理解している。すなわちマネジャーは自分自身の置かれた状況を理
解し、業績目標を達成するために、何をしなければならないかがわかる。目標値を達成し、
報酬を受け取れるかどうかは、マネジャーの努力次第である。マネジャーのモチベーショ
ンについては目標達成及び目標設定に深くかかわっていると考えることができる。そのた
めマネジャーのモチベーションは組織のより上位の人間との干渉によるものである。また、
マネジャーも人間である以上、人格の面にモチベーションは左右される。マネジャーの仕
事に対する熱意や人間関係によってモチベーションが形成される。 
組織上位の人間との交渉によりマネジャーのモチベーションを向上させることができ
るとはどういうことなのか。組織のより上位の人間がマネジャーに対しモチベーションを
向上させる施策として予算編成の段階にマネジャーを参加させ、目標への意識を高めさせ
ることでマネジャーのモチベーションを高めることができる。それに対しマネジャーが予
算目標を受け入れておらず、トップにより勝手に与えられた目標である場合、マネジャー
のモチベーションは低いものとなる。予算編成に参加した場合でも極端に高く目標達成可
能性が著しく低い場合や達成可能性が非常に容易である場合、マネジャーのモチベーショ
ンは低いものとなる。参加型予算において極端に高い目標になるということは考えにくい。
それについては前述した予算スラック形成と関わるため割愛する。 
予算目標達成が容易であるということは予算スラックが形成されていると考えること
ができる。つまり予算スラックを許容した場合マネジャーのモチベーションはあまり高く
ないものとなると考えることができる。マネジャーが予算編成に参加し、マネジャーの同
意できる予算目標を設定することがマネジャーのモチベーション向上につながるのである。 
 
第 4 項 報酬と結びつく予算目標 
  
日本では実務的に業績評価が報酬と結びつきは弱く、欧米では報酬と業績評価が結びつ
きが強い。欧米では報酬と業績評価の結びつきが最重視されてマネジメントを行っている
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が、日本においては報酬のみならずコミュニケーション等様々な要因に対してもマネジメ
ントの可能性があると考えて予算編成を行っている。そのため日本においては報酬と業績
評価の結びつきが弱いのである。これに対し欧米型の報酬について、Jensen (2001)が典型
的な報酬プランを図示している。 
 
図表 8：典型的な報酬プラン 
 
 
出所：Jensen,2001,p.97 
 
予算目標を中心に、予算目標の 80%を達成した時点でインセンティブが始まり(ミニマ
ム・ハードル)、予算目標の 120%を達成した時点でインセンティブがストップする(キャッ
プ)仕組みになっている。この報酬プランの下で、マネジャーはミニマム・ハードルを越え
た時にボーナスを受け取ることはできるが、それ以降も業績がキャップ(マキシマム・レベ
ル)に達するまでボーナス額は漸進的に増えることになる(李,2006,pp69-71)。 
 このような報酬プランを設定している場合、もし当期にマネジャーがミニマム・ハード
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ルを達成することが可能であるという確信があった場合、業績向上のために努力するであ
ろうと考えられる。反対に当期のミニマム・ハードルを越えないということをマネジャー
が考えてしまえば、当期の利益を次期に繰り越そうとする。また、加えて当期のキャップ
を超えた時、それ以上の利益や費用を当期に生み出そうという行動は生まれない。逆に当
期の利益や費用を次期に繰り延べようとする。すなわち、このような報酬プランにおいて
最も重要なのは目標の設定である。目標が比較的達成が容易であればマネジャーは報酬を
受け取ることが容易となるからである。 
 業績と金銭的報酬を結びつけた場合、上記のようなマネジャーの機会主義的行動が行わ
れる可能性がある。また、近年日本企業においても報酬と業績評価を結び付けている企業
も増えてきている。仮に、日本企業が海外に進出した場合、日本企業の業績評価システム
では、現地マネジャーは納得しないためである。報酬と業績評価を結びつける場合、予算
目標の設定を誤らず適切な目標を設定することで、マネジャーに対し、適切な外発的動機
づけとなる。しかし目標設定が不適切な場合、マネジャーの機会主義的行動の影響を受け
るという点についても考慮して報酬と業績評価の結びつきについて考える必要がある。  
 
第 5 項 金銭とは結び付かない報酬 
  
上記とは反対に、内発的動機付けに依存した報酬体系を持つ企業の例として挙げられる
のが京セラの行うアメーバ経営である。アメーバ経営とは、小集団部門別採算の経営手法
である。各プロフィットセンターが独立採算であり、それぞれが一つの会社のように社内
マーケットで自分たちが生み出した財やサービスを売買する。その際には、内部振替価格
をもってアメーバ間で取引を行う。また、評価基準として「時間当たり採算」および「ア
メーバの最終損益」を採用している。時間当たり採算とは、部門の売上高から人件費以外
の部門費用を引くことで部門の付加価値を把握することができる指標である。作業を効率
化して、作業時間を短くすることで時間当たり採算は向上する。そのため業績評価指標を
して「時間当たり採算」を導入しているのである。アメーバの最終損益とは、アメーバを
プロフィットセンターとして扱っているため、各アメーバの採算と業績評価を結びつけて
いる。アメーバに権限を付与しているためアメーバの管理下にある管理不能部分まで含め
て評価している。 
アメーバ経営において業績と金銭的報酬は連動していないのが特徴である。アメーバ目
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標を達成した場合、金銭的な報酬ではなく、賞状やビール券、ボールペン等が贈呈される。
これが目標達成時のいわゆる報酬なのである。なぜ京セラは業績が金銭的報酬と結びつい
ていないのか。これは内発的動機付けによるモチベーションの向上であると考えることが
できる。京セラが業績と金銭的報酬が結びついていない理由として稲盛  (2010,pp.80-81)
は以下のように述べている。 
「アメーバがすばらしい実績をあげれば、会社に大きく貢献してくれたという理由で、
信じあう仲間たちから賞賛と感謝という精神的な栄誉があたえられる」アメーバ経営にお
いて企業内に経営者を育てるという方針をとっている。その中で従業員は経営者意識を持
ち、全員参加経営を行っている。従業員はアメーバを一つの企業として認識し、疑似経営
を行うことで経営の楽しさおよび自身の働きが結果に連動していることを理解することが
できる。そのため精神的満足が得られると考えていると思われる。また、京セラにおいて
挑戦し失敗しても罰を与えない代わりに、挑戦して成功した（良い業績を上げることがで
きた）場合、責任ある仕事を任せられ、努力と結果により大きな舞台を与えている。すな
わち京セラにとって精神的な満足および仲間からの賞賛、仲間との喜びの共有こそが最大
の報酬である。 
 稲盛氏の経営哲学の中では、外発的動機付けに関する批判をしている部分も見られる(稲
盛,2010,p.86)。仮に従業員自身の配属先アメーバが非採算部門や、たまたま業績の悪いア
メーバの場合、従業員の金銭的報酬に大きな差が生まれる。業績の悪いアメーバに所属す
る従業員はモチベーションが低下し、業績の悪いアメーバはさらに業績が悪化する可能性
がある。そのため金銭的報酬と結びつけるのは経営手法として正しくないと考えているの
である。能力や才能は管理不可能部分であるが、仕事に対する熱意は管理可能である。内
発的動機付けにより従業員の仕事に対する熱意を高めることが経営手段として正しいと考
えている。そのため京セラにおいて内発的動機付けに関連する理念が多い。例えば従業員
に対し「高い目標を立て、毎日を全力で生きる」(稲盛,2010,p.240)を京セラフィロソフィ
ーとして掲げている。どんな仕事でも全力でやり遂げることで大きな達成感と自信が生ま
れ、次の目標達成への意欲が生まれる。それにより仕事が好きになり、仕事に対する努力
を怠らないことで、より良い成果を上げることが可能となると考えている。稲盛氏は、内
発的動機付けを経営者として指導、教育している。それにより従業員の内発的動機付けを
手助けしているのである。 
 以上のように京セラでは外発的動機付けよりも内発的動機付けの重要性に視点をおいて
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経営を行っている企業である。また、外発的動機付けを意識しない経営において従業員の
モチベーションを維持し、長い期間存続する企業の事例でもあると考えることができる。  
 
第 5 章 予算スラックのコントロール方法について 
 
本論文第 2 章では、予算スラックの形成原因、正の影響および負の影響について述べて
きた。予算スラック形成は企業において様々な影響を及ぼすことが様々な先行研究におい
て明らかになっている。しかし第 2 章にて述べたように予算スラックの形成は経営の非効
率性を及ぼす。これは企業活動においてより行動を最適化することができる可能性を示す
ものである。そのため本章において、脱予算経営のツールの活用に加えて予算スラックの
コントロール方法の可能性について考察していく。Leavins (1987)は、予算スラックの存
在は企業環境における潜在的可変性の相当部分を吸収し、組織の安定化と適応化といった
役割を果たすものであるとしている。不確実性をもたらす様々な影響を緩和するという予
算スラックの機能は、組織存続のための安全弁として必要な存在であると考えるとともに、
経営活動の効率性を極大化するという課題を解決するためには、予算スラック問題を解明
する必要があると主張している。そのため組織活動における最適化を目指すためには予算
スラックのコントロールを不可欠であり、経営活動の効率化を図ることで企業価値の向上
を目指すことが可能であると考える。しかし、第 2 章で述べたように、これまでの先行研
究において予算スラックのコントロール方法について統一した解答は出ていない。本章に
おいて先行研究をもとに企業における予算スラックのコントロール方法について考察して
いく。 
 
第 1 節 予算スラックはなくすべきなのか 
 
本節において第 2 章で述べた予算スラックの正の影響と負の影響をもとに考察していく。
予算スラックの正の影響と負の影響について以下の図表にまとめた。第 2 章で述べたよう
に予算スラックの形成は、部分最適ではあるが全体最適とはならないという性質を持って
いると考えることができる。そのため企業における経営活動において予算スラックはなく
すべきなのかという考察を本節で述べていく。 
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図表 9：予算スラックの正の影響 
 
 
図表 10：予算スラックの負の影響 
 
 
長所
①予想ボーナスを増加させる。
②マネジメントの信頼性/自律性を保持
させる。
③"勝つ"機会を増加させる。
①企業利益の予測可能性が高くなる。
②資源の過剰消費を防げる。
③目標にに対するコミットメントの欠如に
関するリスクの減少。
④コントロールあるいは干渉の必要性を
減少させる。
⑤有能なマネジャーに裁量権を与える。
⑥利益調整(earnings management)を行
おうとするインセンティブを減少させる
⑦競争的給与体制を確保させる。
マネジャー
の観点
トップマネジャー
の観点
短所
①資源の利用に関して、非効
率性が生じる。
②達成が容易になることで従
業員およびマネジャーのモチ
ベーション低下につながる。
③スラックが発生することで正
確な業績評価ができなくなる。
①非明示的かつ部分最適(個
人的)な性質を有する。
②減益誘因となる。
①非効率性
②資源の過剰消費
③予算・実績分析結果が役に
立たない可能性
Lowe and
Shaw(1968)
Schiff and
Lewin(1968)
Yuen(2004)
Welsch(1976)
Horngren(1982)
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 Onsi (1973)、Merchant and Manzoni (1989)および Lukka (1988)が述べるように、予
算スラックは必ずしも成果に対して負の影響を及ぼすとは限らない。予算スラックは正の
影響を及ぼす側面も存在するからである。そのため予算スラックをなくすべきなのかと問
われれば、なくすべきではないと考えるべきである。予算スラックが形成されることによ
り予算の逆機能的行動を行うインセンティブを減少させることができるからである。第 1
章で述べたように東芝の不適切会計は予算プレッシャーにより生じたものである。そのた
め予算が圧力装置として機能する場合、マネジャーに逆機能的行動を動機づける。しかし
ある程度の予算スラックが形成されて予算目標の達成可能性がある場合、数値操作による
予算達成を目指すのではなくマネジャーの努力により予算目標を達成しようとするはずで
ある。 
 予算スラックが形成されることにより全社計画の信頼性を保持させることも可能である。
各事業部に対し予算目標を与える際に、ある程度の予算スラックが存在することで厳しい
予算目標とはならない。それにより各事業部の予算目標達成可能性を高めることができる。
同時に、全社的に予算が実現可能に近づくことでマネジメントの信頼性を保持することが
できるのである。また、予算スラックが形成されているということはマネジャーが予算編
成プロセスに参加しているということである。それによりマネジャーに対する予算へのコ
ミットメントを高めることができる。マネジャーはある程度自身で申告した予算目標に対
しモチベーションを持った行動をすることが予想されることで、予算スラックは部分最適
であるという観点は資源的な観点に限定される。マネジメントの観点で考えた場合、予算
スラックが形成されていることによる全社的利点も存在するのである。 
 企業規模が大きくなるにつれてトップマネジャーはすべての範囲のマネジメントが可能
であるとは限らない。その際に予算スラックを形成し、有能なマネジャーにある程度の権
限を委譲することで分権化につながる側面も持っている。それにより事業部はある程度の
自由を得ることができる。その結果、イノベーションパフォーマンスが向上し企業として
革新的な成長を遂げる可能性も考えることができる。予算スラックは、企業の成長を助け
る効果もあることが考えられる。つまり予算スラックがあることで企業経営は安定し、成
長を促す可能性があることが考えられる。 
 しかし、予算スラックが大きく存在することは問題であると考える。予算スラックの形
成は、マネジャーの動機づけ、マネジメントの信頼性、分権化による全社的経営を助ける
ものであるとはいえ、それには常に資源の非効率性が伴っているのである。仮に予算スラ
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ックを多く形成する事業部があったとする。1 つの事業部において過剰に資源が消費され
ているため、その場合本来実行可能であった事業遂行が不可能となる可能性がある。すな
わち予算スラックすべてを許容することが最善ではないと考える。 
 また、予算スラック形成は、ある程度の目標達成にはつながるがそれ以上の成果を見込
むことはできないという側面を持っている。報酬と予算目標達成が結びついている場合、
予算目標達成時点においてマネジャーのモチベーションは低下する可能性が存在する。こ
れ以上努力を行ったとしても報酬に結びつかないため、目標を超えた収益やコスト削減を
次期に持ち越そうとする可能性がある。そのため予算スラックにより目標達成が容易にな
ることでマネジャーのモチベーションは一定までであると考えることができる。 
 以上のことより、予算スラックの存在はある程度許容すべきではあるが、過剰な予算ス
ラックの形成は阻止すべきであると考える。予算スラックが成果に与える影響は正および
負の両側面を持っている。そのため予算スラックを完全になくすということは望ましい状
態ではないと考える。仮に予算スラックが存在しない場合、厳格な予算・実績差異の分析
は可能であるが、常に従業員に対し厳しい目標を与えることになる。それにより従業員の
モチベーション低下に結びつく。つまり厳しい予算目標を与えている場合、努力すれば予
算目標を達成できるという考えではなく、達成できなかったら報酬が減少するのだからど
うにか目標を達成しなければという考えになってしまう。それにより予算目標達成のため
に利益のかさ増し等の数値操作に結びつく行動を行ってしまう可能性がある。その場合企
業の業績は不正確かつ信頼できないものとなるため、予算において常に厳しい目標をマネ
ジャーおよび従業員に与えることは望ましいことではないと考える。すなわち予算スラッ
クはある程度許容すべきなのである。しかし予算スラックは大きくなればなるほど組織に
対し負の影響を大きく与える。ある程度の予算スラックは許容すべきであるが、それを超
える予算スラックはコントロールすべきであると考える。予算スラックは一定までは組織
に対し正の影響を与え、正の影響は予算スラックが大きくなっても正の影響は一定である
一方、予算スラックが大きくなればなるほど組織に対する負の影響は比例的に大きくなる。
すなわち予算スラックにより組織にあたえる影響が大きくなりすぎないようにコントロー
ル必要があるのである。これに関して次節で予算スラックのコントロール方法について述
べていく。 
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第 2 節 予算スラックのコントロール 
 
第 1 項 先行研究による予算スラックのコントロール 
 
予算スラックのコントロール方法について先行研究では統一した答えが出ていない。ま
た、Merchant and Van der Stede (2003)は、予算スラックの形成を完全になくすことは不
可能であると述べている。しかし予算スラックを完全になくすのではなく、コントロール
する方法はあるはずである。そのため先行研究の考え方を基に考察していく。まず、予算
スラックのコントロールは予算スラックの形成原因にコントロール方法があると考える。
第 2 章において予算スラックの形成原因として①予算強調 (Merchant,1985)、②予算参加
(Merchant,1985)、③情報の非対称性 (Fisher,Frederickson,Preffer,2002)および④不確実
性 (Chapman,1997)の 4 点について言及した。この 4 点のうち③情報の非対称性に着目す
れば予算スラックを減少させることが可能であるという先行研究は多い。Merchant and 
Van der Stede (2003)は、上司が現場の情報を持っていない場合には、予算目標を設定す
る際にマネジャーの予算参加を認め、予算スラックが形成される。従って、予算目標をト
ップ・ダウン型で設定する、もしくは厳格かつ正確な標準を設定し、正しい業績尺度によ
り予算目標を設定する場合、予算スラックを抑止できる、またはトップマネジャーは予算
スラックの形成を少なくとも把握することができると考えている。 
 情報の非対称性を解消するために Hilton et al (2006)は解決策について述べている。情
報の非対称性をなくすためには、マネジャーが現場の業務および環境に精通することであ
る。予算をネガティブな管理ツールとして用いることを避け、もし必要であれば、マネジ
ャーの裁量で予算を超過して使用できるような管理的裁量を認める、または、マネジャー
が正確な見積りをするようなインセンティブを与えることができれば予算スラックはある
程度コントロールすることができる可能性であると考えている (Hilton et al, 
2006,pp.401-402)。しかし、マネジャーに予算を超えた裁量を認めた場合、マネジャーに
よる自由な行動による弊害も多いのではないかと考える。そのため情報の非対称性を解消
するためにはマネジャーが現場を理解するべきであると考える。 
次に他先行研究より予算スラックを解消するために様々な方法を検討していく。以下の
5 点を予算スラックの解消方法として挙げている(Horngren et al ,1982)。 
①外部のベンチマークを活用する。業績尺度について外部ベンチマークを用いれば部下が
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容易に達成する予算目標を設定できないように抑止することができる。すなわち企業内部
のみで予算目標を設定するのではなく、企業外部に予算目標を設定することにより、マネ
ジャーの予算スラックを形成する意味が薄れる。そのため外部の目標に依存した目標を設
定することで予算スラックをある程度抑止する可能性がある。 
②トップマネジャーが普段より行っているマネジャーの業務を理解することに勤めること
である。マネジャーに対し意思決定とアクションを指示するのではなく、業務に関する相
互の学習を促進するような方法によりトップマネジャーが関与する。トップマネジャーと
マネジャーが普段から交流することでトップマネジャーは従業員の業務環境を理解するこ
とができるようになる。それによりマネジャーが予算に組み込む予算スラックについて気
付くことができる。また、トップマネジャーが業務を理解することで予算スラックに気づ
くとともに、マネジャーの要求する予算の適切性に気づくことができる。すなわち予算ス
ラックをコントロールできる可能性がある。 
③トップマネジャーがマネジャーに対し、自社の価値観の軸となることや規範といったも
のを適切に示し、マネジャーのコミットメントを高めることである。価値観や規範により、
何が受け入れられる行動なのか、何が受け入れられない行動なのかを従業員に与える。そ
れにより企業の価値観や規範教え込まれたマネジャーは容易に予算スラックを形成されな
いような行動を促される。すなわち予算スラックを形成しないような企業文化を育ててい
くことで予算スラックの解消につながるのである。 
④予算の設定に用いられる次期の予算目標の正確性に基づいてマネジャーに対し報酬を与
える業績評価尺度を用いることである。例えば予算の正確性が高ければ高いほどマネジャ
ーのボーナスが高くなるような報酬システムを設計することである。それにより、マネジ
ャーは予算スラックを形成するインセンティブはなくなる可能性がある。そのため予算編
成をマネジャーの評価指標に加えることで正確な予算を編成することができるのである。 
⑤ストレッチな目標値を設定することである。達成可能な水準の目標値であり、それによ
り、多少の緊張感をマネジャーに与え、努力を行わせる。そしてより高い業績を達成する
ようにマネジャーを動機づけることができる。すなわち目標値にある程度の幅を含ませる
ことでマネジャーはより高い水準の目標を達成しようとするため、モチベーションを維持
させることが可能となる。 
上記の考え方は Horngren et al (1982)の考え方である。これらに対し執筆者の意見を述べ
ていく。①の外部ベンチマークを活用する業績評価の方法は脱予算経営における相対的業
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績評価契約に関連している。すなわち目標値を企業外部に設定することで予算スラックを
コントロールすることが可能となる。②トップマネジャーが現場理解をすることにより情
報の非対称性を減らすことが可能となる。トップマネジャーが現場情報を得ることで、マ
ネジャーの申告する予算についてトップマネジャーのコントロール可能範囲が広がること
で予算スラックをコントロールすることができる。つまり情報の非対称性をなくすことで
ある程度の予算スラックをコントロールすることができるのである。しかし、マネジャー
が現場情報をすべて理解することは難しい。そのためある程度の情報の非対称性は残る。
つまり情報の非対称性のみの観点から予算スラックを完全にコントロールすることは困難
であると考える。③トップマネジャーや経営者が価値観や企業の規則をマネジャーおよび
従業員に浸透させることで予算スラックをコントロールする方法である。つまりアメーバ
経営のようにフィロソフィーを浸透させることで企業への忠誠心を高め不正や企業に負の
影響をも与える行動を抑制することができるのである。企業文化によるコントロールの場
合、予算スラックを抑制できる可能性があるが、価値観や規則を完全に浸透させることは
困難であると考える。また、仮に価値観や規則を完全に浸透させることができたとしても
個人の報酬と結びつく動機付けを完全に切り離すことは難しい。つまりいくら価値観や規
則が浸透していたとしても、マネジャー個人の報酬に対する動機づけは必ず生じる。それ
により個人的なインセンティブにより行動するマネジャーは予算スラックを形成する動機
を持っており、予算スラック自体がなくなることはないと考える。そのため③の方法を選
択する場合報酬と予算の結びつきについて考える必要が生じる。④予算の正確性に報酬を
結び付けることで予算スラックをコントロールする場合、予算の正確性を把握するのは事
後的である。そのためマネジャーは予算に近づけるモチベーションが働く。しかしそれ以
上の効率性を求めることはしないと考える。予算設定に報酬を与えたとしても予算が制約
となり、予算以上の数値を期待することはできない。⑤ストレッチな目標値を設定するこ
とで予算目標の設定にある程度の幅を持たせることで予算スラックをコントロールするこ
とができる。しかし予算スラックのストレッチな範囲の設定が難しい。そもそもストレッ
チな目標値の上限に予算スラックを含む数値であった場合、目標が容易に達成可能となる。
そのようにストレッチな予算目標を設定する場合、100％の時点に正確な予算目標を設定
することが重要となる。そのため正確な予算目標を設定しなければ予算スラックを含む予
算となり、ある程度のマネジャーの恣意性を介入させることができる。 
 以上の考え方によればHorngren et al (1982)の挙げる予算スラックのコントロール方法
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はそれぞれ独立した方法で考えるべきではないと考える。そのため予算スラックをコント
ロールする場合上記 5 点をすべて交えた予算管理が必要となると考える。 
 次に予算スラックを解消するためには、予算編成方法の変更にコントロール要因がある
と考えられる(小菅,1984,pp.102-108)。予算スラックは参加型予算管理システムであるが
故に形成されるものであるため、予算管理システムをトップ・ダウンの賦課的なものにす
れば論理上予算スラックは生じないことになる。しかし、賦課的予算管理システムがマネ
ジャーの動機づけの観点から見て問題のあることについては本論文にて述べてきた。参加
型予算管理システムにおいて予算スラックを形成せずに真実の報告をするように管理者を
動機付けることはできない。そのため折衷式予算としてマネジャーおよびトップマネジャ
ーにより協議的接近法を採用することにより動機づけを行うことが可能となる。この方法
によれば、トップマネジャーが予算編成の主導権を握るものの、マネジャーとの協議を経
てトップマネジャーが最終的に予算についての決定を行うというものである。そしてこの
ような協議的接近法の良さを最大限に引き出すためにはトップマネジャーはある程度の予
算スラックを承認しなければならない(Lucey,1983,p.151)。 
 したがって協議的接近法による予算編成の採用とともに、マネジャーが予算編成に際し
て真実の報告をするように、彼らを動機付けるための何らかの誘因システムの構築も必要
であろう。両者の採用によって、より良い効果がもたらされる(小菅,1984,p.103)。また、
エージェンシー理論によれば、予算スラックの問題は「Agent の行動を Principal にとっ
て望ましいものたらしめるための方策」として考えることができ、モニタリング・システ
ムの構築が必要であると考えられている(伊丹,1986,pp73-74)。そのため①予算編成方法を
折衷式予算とすること、②インセンティブ・システムの設置、③モニタリング・システム
の構築の 3 点により予算スラックをコントロールすることができる。 
①についてはすでに上記で述べたため②について述べていく。これはマネジャーの業績
に関連させ依存させたインセンティブ・システムをマネジャーに与えることにより、マネ
ジャーが自己の利害にもとづいておこなう行動が、トップマネジャーにとっても望ましい
ものとなるようにしようとするものである。この考え方によれば、種々のインセンティブ
をマネジャーの業績のどの変数(あるいは業績のどのような測定値)とどのような関数関係
によって結びつけるのが望ましいのか、ということが最大の課題となる。(小菅,2011,p.166)
そこで Chow (1983)の誘因スキームである。Chow は、予算編成に際して下位の管理者が
上司に対して偏向のない予測を提供するようにマネジャーを動機づけるための報酬システ
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ムを提案している。 
 
図表 11：Chow によって提唱された誘因スキーム 
 
 
出所：Chow (1983,p.39) 一部加筆修正 
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このような報酬システムを導入することによって、予測バイアスの問題の改善は言うに及
ばず、全体としての組織の利益とマネジャー個人の利益の双方にとっても好ましい結果が
もたらされると述べている(Chow,1983)。しかしながら Atkinson (1985)はこのシステムに
対し、問題点を指摘している。Atkinson (1985)は Chow (1983)が売上高の期待確率分布を
特定化していない点について指摘している。売上高の確率分布いかんで、売上高の期待値
は大きな影響を受ける。すなわち Chow (1983)が提案する誘因スキームは組織と管理者の
双方にとって決して望ましい目標設定に導くものではないということである。売上高の水
準決定に際してマネジャーは、予想業績の可能性として考えられる数値の中央値をとると
考えられる。それはマネジャーにとって高くもないし、低くもない数値であるからである。
しかしその中央値は期待値の平均ではないはずである。すなわち発生可能性および中央値
がかい離すればかい離するほど、Chow (1983)のモデルは予測バイアスのない目標設定を
保証するものではない。インセンティブ・システムは確かに①動機付け効果(インセンティ
ブによって業績を高めるような活動ベクトルをマネジャーがとるように動機づけされると
いう効果)②危険分担効果(環境のリスクをトップマネジャーとマネジャーの両者に分配し
て負担させる効果)および③情報収集効果(マネジャーの情報伝達行動に与える影響によっ
て生み出される効果)を持つと考えられる(小菅,2011,pp.168-169)。しかしながら、情報の
偏在と利害の不一致という事実、およびマネジャーがその情報を自らの利益のために歪め
て伝達したとしてもその歪みの存在を発見するための費用が莫大であること等から考えて
も、適切なインセンティブ・システムの設計のみでマネジャーが真実の報告を行うわけで
はない。そのためにモニタリング・システムの構築が必要であると考えられる (小
菅,2011,p.169)。 
 モニタリング・システムの構築は、予算スラック削減のために古くから提唱されている考
え方である。予算再分析を充実させ、有利差異であろうと不利差異であろうと差異原因を
徹底的に分析および評価し、その原因が計画設定自体の杜撰さによるものなのか、その他
の原因なのかを明確にすべきであると述べている(Welsch,1976,pp.39-40)。また、トップ
マネジャーが予算編成過程における徹底的な再検討のための手続を確立すべきであり、具
体的には予算編成の審査を担当する社長直属の専任スタッフ部門を設置すべきであると述
べている(Schiff and Lewin,1970,pp.266-267)。 
近年では①事後的差異分析の実施、②監査の徹底の 2 点が考えられている。 
①事後的差異分析の実施として、トップマネジャーがマネジャーの予算編成におけるス
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ラ ッ ク 形 成 を モ ニ タ ー す る こ と は 必 要 な こ と で あ る (Polimeni,Fabozzi and 
Adelberg,1986,p.544)。つまり、伝統的な予算において予算スラックが形成された場合ト
ップマネジャーは事後的に予算に水増しがなければ予算はどの水準にあるべきであったの
か、その場合実績はどの程度なのかを決定することが可能であれば予算スラックを測定す
ることが可能である。事後的に差異分析を実施することにより、杜撰な計画は次期以降回
避されると主張している。すなわち、実績と事前目標水準(予算)との比較考量だけでなく、
何らかの事後基準(例えば最適事前目標水準および最適達成可能努力水準)をも導入して差
異分析を行えば、結果としてスラックの削減につながるというわけである。しかし、事後
基準の概念的な望ましさと裏腹に、現実的にはその妥当な水準を決定することは難しい。
事後基準を算定するために必要とされる情報の種類と量が膨大なものにあるからである。
したがって、すべて厳密に実行するのはおそらく不可能であろうといわざるを得ない(伊
丹,1986,p.155)。つまり予算スラックは正確に測定、認識することは困難である。事後的
であったとしても外部環境に左右されるため予算における最適水準を決定し、予算スラッ
クとみなすためにはどのようにすべきなのかについてはいずれの筆者についても考えてい
ない。そのため予算スラックの測定、認識についてはローリング予測を用いることで可能
であると考察する。詳しくは次項の予算スラックのコントロール方法にて考察していく。 
 ②監査の徹底として、監査人の監査機能拡大という観点から予算スラックのコントロー
ルがあると述べている(Moscove,1984)。監査人が企業の経営管理それ自体を評価し、それ
について意見を表明すれば、財務諸表の利用者は当該企業の経営活動の能率と有効性を分
析することにより有用な情報を入手できる。予算スラックが企業の能率や有効性に影響を
及ぼしていることを考えると、監査人としても予算スラックを何らかの形で取り上げる必
要があると考えている。Moscove (1984)の主眼は、外部利害関係者による事後的モニタリ
ング・システムの構築にあり、監査証明機能の拡大をスラックの削減を図ることにある。
財務諸表の利用者は企業が最大利益を獲得することを期待している。すなわち≪最大利益
＝限界収益＝限界費用≫となるように行動した場合、得られたであろう利益を最大利益か
ら過剰なスタッフ人員を抱え込むことによって原価に吸収された経営管理者の組織スラッ
クを差し引いたものとして認識し、人件費以外の項目から原価に吸収された原価は従業員
満足のために支出した以上の費用であるとして認識する。そのため人件費および人件費以
外の予算スラックとして吸収された差異を財務諸表の追記情報として監査報告書に記載す
べきことを提唱しているのである。しかし、現実問題として監査人の機能をここまで拡大
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することが可能であるだろうか。その点については企業内部のみで解決できるものではな
い。 
 上記予算編成方法に着目した予算スラックのコントロール方法について考察していく。
まず、①予算編成方法を折衷式予算にすること、すなわち協議的接近法により予算編成を
行う。加えて予算編成に際してマネジャーが真実の報告をするように動機づけるため何ら
かの誘因システムを導入することで予算スラックは削減することができると考えている。
しかし協議によっても予算における資源の必要量を的確に測定することはできない。すな
わち折衷式予算のみでは予算スラックをコントロールすることはできない。そのため②イ
ンセンティブ・システムの導入および③モニタリング・システムの導入を提案している。
しかし②インセンティブ・システムの導入においても予算編成の一定時点に依存するシス
テムとなっている。そのため折衷式予算およびインセンティブ・システムの導入による予
算スラックの削減は情報の非対称性のみに焦点を当てていると考えられる。また③モニタ
リング・システムの導入は外部に依存したコントロール方法となっている。たしかに先行
研究の述べる予算スラックは企業にとって負の影響ともなりえる。そのため監査人が予算
スラックを把握し、削減を指導することは効果的であると考えることは可能である。しか
し予算スラックはそのすべてをなくすべきではないと考える。また、監査人による予算ス
ラックの削減が可能であり、それを適切なスラックに留めることは不可能である。監査人
が介入するのも一定時点においてのみであり、企業が報告した情報に限定されてしまう。
それによる予算スラックのコントロールは困難であると考える。つまりモニタリング・シ
ステムの導入により予算スラックを削減することは企業にとって正の影響とはならない可
能性も含んでいる。またモニタリング・システムの導入を監査人に依存して導入すること
は可能であるのか。その点については考察が困難であるため省略する。そのため予算編成
方法にのみ着眼した方法により予算スラックをコントロールすることは困難であると考察
する。次に先行研究のまとめおよび筆者の考察する予算スラックのコントロール方法につ
いて述べていく。 
 
第 2 項 予算スラックのコントロール方法 
  
先行研究の考察および脱予算経営のツールの活用こそ予算スラックをコントロールす
ることができる可能性を有していると考察する。すなわち、伝統的な予算のみではなく、
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いくつかのツールおよび経営手法を用いることによって予算スラックをコントロールする
ことができる。ツール等を予算管理に活用するために、まず予算管理の過程を①目標値の
設定②実績③予算実績差異分析の 3 工程に分ける。以下、各工程におけるツールおよび経
営手法の活用を考察していく。 
①目標値の設定段階において脱予算経営のツールとして紹介した(ⅰ)相対的業績評価およ
び(ⅱ)ストレッチな目標値の設定を各事業部に導入することで予算スラックの形成をコン
トロールすることができる。まず(ⅰ)目標値を参加型予算による固定的な目標値ではなく、
相対的な目標値を設定する。(ⅱ)またそれは x%のような固定的な数値ではなく、ある程度
幅のある目標値を設定する。それにより目標値設定段階におけるマネジャーの予算スラッ
ク形成動を排除する。 
また、相対的業績評価およびストレッチな目標値の設定とともに、報酬は金銭的なもの
と結びつけるべきである。予算編成において折衷式予算を導入する意味としてマネジャー
の目標へのコミットメントを高めるという効果を期待している。そのためマネジャーの動
機づけに報酬を結びつけない場合、マネジャーへの外発的動機づけがないため、いくら目
標値を設定しても予算目標の必達を意識しない行動を行う。内発的動機づけのみでも予算
目標のコミットメントを高めることが可能であるという事例もあるが、経営哲学のマネジ
ャーおよび従業員への浸透は時間がかかる。外発的動機づけがない場合、マネジャーに対
し予算目標必達を強く意識させるは困難であると考察するため、報酬と結びつけることは
必要であると考える。しかし予算目標の設定自体と報酬は結びつけないことに留意する。
予算目標の設定自体と報酬を結びつけた場合、マネジャーが正しい予測を言わず、自らが
コントロールすることのできる予算目標を提示する恐れがあるため、予算目標の設定自体
には報酬を設けない。 
目標値の設定においてある程度の予算スラックの削減は上記の方法により可能である。
しかしながら予算における資源の必要量という水準を一定時点において把握、コントロー
ルすることは不可能である。そのため予算スラックを完全にコントロールするためには②
実績および③予算実績差異分析において常に予算をコントロールする必要があると考えら
れる。 
②実績において(ⅲ)ローリング予測を導入する。企業の予測を目標値の設定時点のみで
終了するのではなく、常に予測を行うことで予算自体を変化させていく。外部環境によっ
て予測と結果は変動するものである。そのため常に予測を行うことが重要となる。当初の
65 
 
予算と実績との対応および予測の変化をもって、より適切な予算目標を作り上げていく。
それにより予算スラックは減少していくと考えられる。しかしその予測自体にマネジャー
の恣意性が混入する恐れが存在する。情報の非対称性は予測にも存在するからである。 
前項で述べたローリング予測による予算スラックの認識、測定について述べる。予算ス
ラックはその性質から一定時点において認識、測定することは上記にて述べた。そのため
ローリング予測のような継続的に予算と実績を照らし合わせることで予算スラックを認識、
測定することが可能となる。すなわち、随時予測を行うことで事業上の「必要量」につい
て予算を近づけていくことがローリング予測を活用した場合可能なのである。  
ローリング予測の問題点として企業には、必ず決算があるということである。しかし予
算スラックのコントロールを主眼に置いた場合ローリング予測は決算に焦点を合わせるの
ではなく、常に 1 年先を見通した予測を行うことが重要であると考える。そのため常にロ
ーリング予測は毎回 1 年先の予測を行うことにより、予算を限りなく実績値に近づけるこ
とでコントロール可能となる。 
 ③予算実績差異分析において(ⅳ)予算の適切性のモニタリングをする。ローリング予測
により常に予測は行っているがある一定時点(例えば決算時点)において予算と実績に差異
分析を行う。これは予算だけではなく業務の効率性にも通じる。この予算実績差異分析の
際には先行研究にある何らかの事後基準を設定する。それにより当初の予算目標が的確で
あったのかを分析し、フィードバックすることで予算スラックをコントロールするのであ
る。 
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図表 12 予算スラックコントロールのためのフレームワーク 
 
 
 
(ⅲ)ローリング予測および(ⅳ) 予算の適切性のモニタリングを経て、当初の予算編成によ
り生じた予算スラックを実績値へと収斂させていく。長期的視点によって予算スラックは
コントロール可能となるのである。予算スラックは予算編成時点においてコントロールす
ることは不可能である。そもそも予算編成時における「資源の必要量」という基準は曖昧
であり、一定時点において測定、コントロールすることはできない。すなわち長期的視点
の下、徐々に予算スラックを削減し、コントロール可能範囲にまで予算スラックを減少さ
せることこそが予算スラックのコントロール方法なのである。上記のコントロールを行い、
全社最適を考えながらも個別にマネジャーの裁量の余地を残すことで健全な企業経営を行
うことができるのではないかと考察する。 
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図表 13：予算スラックのコントール 
 
 
 
 
 
第 6 章 結論-本論文での考察結果と今後の展望- 
 
本論文では、全 5 章わたって、予算および予算スラックのコントロール方法について考
察を行ってきた。本論文の全体としての結論は、「予算管理において予算スラックはなくす
べきではない。予算スラックのコントロール方法としては脱予算経営のツールを活用して、
一定時点ではなく長期的視野を持ってコントロールを行うことで適切かつ最適な予算編成
を行うことができる」というものである。この結論を導くために、本論文では、企業が伝
統的な予算を活用していくにあたり、形成される予算スラックをどのようにコントロール
していくべきなのかに焦点を当てた。また、企業において業績評価がどのような影響を与
えているのか、予算と業績評価の結びつきをどのようにすべきなのかについても考察して
きた。 
予算スラックに関して明らかになったことは、予算スラックの形成は正と負の 2 つの影
響を与える。その両者を踏まえると予算スラックは部分最適にはなり得るが、全体最適と
はなり得ないという性質を持っているということである。予算スラックの正の影響として、
マネジャーは予算目標に恣意性を混入させることが可能となり、マネジャーの所属部門は、
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資源の獲得、業務の柔軟性およびマネジメントの信頼性につながるという点を持つ。しか
し予算スラックの負の影響として、仮に予算スラックを獲得することにより、他部門のイ
ノベーションパフォーマンスの低下、資源の非効率性および減益誘因となるという点を持
っている。すなわち予算スラック獲得は、事業部に対しては有利となることがあるが、マ
ネジャーのモチベーション面での負の影響を与え得る。そのため予算スラックは一概に悪
であるといえるわけではない。つまり、予算スラックをなくすべきかと問われた場合、な
くすべきではないと考えることができる。 
予算スラックの存在を認めると考えていく場合、上記負の影響につながる部分を少しで
も抑制することができるように予算スラックをコントロールする必要がある。予算スラッ
クは存在することで組織に対し正の影響となり得るが、あまりにも莫大な予算スラックの
存在は組織に対し負の影響となる。予算スラックはその性質上、ある程度は正の影響とな
るが超過しすぎた部分は負の影響を大きくさせていく。ある程度の予算スラックは許容す
べきであるが、大きく超過した予算スラックはコントロールすべきなのである。正の影響
をある程度維持し、徐々に大きくなっていく負の影響部分の抑制のためにコントロールを
必要とするのである。すなわち予算スラックを「必要量を超過した予算金額の超過部分で
ある」(Merchangt,1985,p.202)と定義づけたときに、必要量をある程度超過する予算スラ
ックは必要であると考えるが、超過しすぎた部分の予算スラックはコントロールすべきで
あると考えている。しかし予算スラックをコントロールするためには「必要量を超過した
予算金額の超過部分である」(Merchangt,1985,p.202)である「必要量」を認識、測定でき
なければならない。しかし予算段階における「必要量」を事前に認識、測定することは不
可能である。そのため「必要量」の認識は事後のモニタリングを通して長期的視点で測定
することで予算における「必要量」を認識することが可能となり、同時にコントロールす
ることが可能となるのである。 
予算スラックのコントロール方法として、伝統的な予算のみならず様々なツールを活用
して、予算管理手法そのものを発展させることにより有効性の高い予算管理を行うことが
最適であると考察できる。そのためにトップマネジャーとマネジャーとの間で生じる予算
スラックの形成原因についての認識およびコントロール方法について考察することが求め
られているのである。また、本論文で述べたように予算スラックは部分最適とはなり得る
が、全体最適とはならない性質を持っている。しかし全体最適は、各事業部の成功の上で
成り立つものである。予算スラックを活用し、各事業部の行動を促進することにより全体
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最適になり得るのではないかと考察できる。すなわち、予算スラックをコントロールする
ことで、企業に最適な結果をもたらすことにつながるのである。 
本論文の結論として、(ⅰ)相対的業績評価、(ⅱ)ストレッチな目標値の設定、(ⅲ)ローリ
ング予測および(ⅳ)予算の適切性のモニタリングの 4 点のコントロール方法を企業に導入
することにより、予算スラックをコントロールすることはできると考察した。予算スラッ
クは予算目標設定時において形成され、それが直接実績との差異に影響を及ぼすと考えら
れている。また予算スラックの形成をなくすことは予算スラックの性質上困難であるが形
成を抑制することは可能である。そのため、予算スラックの形成をある程度許容し、短期
的にではなく長期的な視点において予算スラックをコントロールすることが最適であると
考察した。 
以下、各章ごとに本論文について概観する。考察を行うためにはまず初めに、本論文で
考察の対象となっている予算および予算スラックについて明確に定義付ける必要があっ
た。本論文では先行研究を取り上げ、その中から最も明示的かつシンプルに定義付けるこ
とを目標とした。予算の定義を「予算管理(Budgetary planning and control,budgetary 
management)とは、企業の全体的立場から、将来の一定期間(通常 1 ヶ年または 6 ヶ月)
に対して予算を編成し、これに基づいて、各事業部・各経営部門の諸活動を総合的に指導
調整し、予算と実績との差異を分析し、各経営管理者の業績を明らかにして、経営管理の
効率化に役立つ計数的・総合的経営管理システムである。」(吉田,1973,p.140)とし、予算
の本質を「①将来事業の方向づけとコントロールするために提供される財務計画。②将来
コストを見積もる。③人的資源、物的資源およびその他の資源利用の組織的計画。」
(Kohler,1959,p.3)の 3 点とした。そして予算スラックを「必要量を超過した予算金額の超
過部分である。」(Merchant ,1985)と定義付けた。 
次に第 2 章にて予算スラックの形成原因について述べた。予算スラックの形成原因を把
握することによって、マネジャーの行動動機を理解することができる。形成原因にコント
ロール方法が隠されていると考察できる。すなわち、マネジャーの要求する①資源獲得目
的。②業績評価目的。③自己防衛目的。の 3 点を他手段により充足することで予算スラッ
クの形成動機を失わせることが可能となる。また、予算スラックはその性質上「必要量」
を認識、測定することは困難である。そのため予算スラックを事前のみならず、事後的に
も測定を行い、予算スラックの適正性について認識を行う必要が存在する。事後的衣予算
スラックの適性性を認識することで予算における「必要量」を認識することが可能となる。
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それにより事業における適正な予算スラックを把握することができ、次期における予算編
成において有用な情報を得ることが可能となるのである。同時に予算スラックを測定、認
識することで予算スラックをコントロールすることが可能となるのである。  
第 3 章にて脱予算経営のツールの活用および目標の設定と業績評価により予算スラック
をコントロールすることができると考察した。伝統的な予算に脱予算経営で活用されてい
る①ローリング予測を伝統的な予算に組み込むことにより、予算スラックの形成を抑制す
ることが可能となる。そのため第 3 章にて、脱予算経営のツールの紹介を行い、第 4 章に
て、業績評価の検証を行い、本論文の目標である予算スラックのコントロールに繋げる。  
第 4 章にて予算と密接に結びついている業績評価について述べた。予算目標値を設定し、
期末の実績と照らし合わせて結果をフィードバックすることによりマネジャーや従業員の
方向づけを行う役割を果たすからである。そのため業績評価についても固定的業績評価お
よび相対的業績評価を第 4 章にて次のように定義づけている。固定的業績評価を「①事前
に設定された予算目標のみを基準に業績を評価する。「②予算目標到達度合をボーナスなど
の報酬と強く結びつける。」(Libby and Lindsay,2012)これに対し相対的業績評価を「①社
内外のベンチマークを基礎に相対的業績目標を設定する。②事後に実際の業務状況や経済
環境を踏まえて主観的調整を含む評価を行う。」(Hansen et al,2003)と定義づけている。
これらの業績評価は、予算スラックをコントロールするためとなる方法であると考察する。
伝統的な予算において固定的業績評価をしているが固定目標値を設定することは予社外に
目標値を求めることで予算スラックの形成につながりにくい。すなわち予算スラックの形
成を防ぐという観点から考察した場合業績評価は切り離すことのできない存在である。そ
して第 4 章で紹介した相対的業績契約およびストレッチな目標値の設定を伝統的な予算に
組み込むことにより予算スラックをコントロールすることができると考察し、第 5 章にて
検証を行う。 
第 5 章で予算スラックのコントロール方法について先行研究を基に考察している。環境
の変化に対応することが可能となる予算スラックの存在は、環境の変化に対応できる柔軟
な予算目標を設定することにより、予算スラックを抑制することができる。また、一定時
点のみならず長期的に事後的にモニタリングを行うことにより予算スラックを長期的にコ
ントロールすることができると考察することができる。 
しかし、本論文の限界としては、あくまでも予算スラックのコントロール方法について
文献上での考察を行っているため、筆者の主張する予算スラックのコントロール方法に関
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して長期的な実証研究を行っていないという点にある。予算スラックのコントロール方法
を検討するためには、長期的な検証が必要とされる。この限界点については、今後職務に
就くにあたり、意識して検証を行っていきたい。 
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